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はじめに 
 
 
 

NPO無痛無汗症の会「トゥモロウ」 
理事長  小田 幸子 

 

厚生労働省の「平成 22 年度障害者総合福祉推進事業」（指定課題

１「難病患者等の日常生活状況や福祉ニーズの調査」）に応募し、「稀

少神経難病患者の生活実態調査」が採択されました。無痛無汗症は、

身体障害者福祉法での「身体障害者」と認められてはおらず、治療

方法のない難病にもかかわらず、「身体障害者手帳」「療育手帳」な

どの「障害者」に該当しない患者や東京都の難病政策のような自治

体独自の支援がない地域に住む患者には、何も支援がありません。

また、利用できる制度や支援サービスは、地域によって差があり、

個々に役所に足を運ぶなどして申請しないと受けられないのが現状

です。 

多くの会員、家族が抱える日常生活上の困難さや諸問題を解決す

るような支援サービスの充実を切望します。 
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無痛無汗症と障害福祉制度 

 

 

元立教大学コミュニティ福祉学部 

赤塚 光子 

Ⅰ 障害福祉制度の対象であることの認定 

 

わが国では、障害福祉制度の対象となる「障害者」をあらかじめ規定し

た。身体障害、知的障害、精神障害のいずれかに該当することで、障害福

祉制度に基づく福祉サービスを利用することができる。 

「障害者」には、障害者手帳が交付される。身体障害者は、身体障害者

手帳の交付を受けることで福祉の対象となる。（知的障害、精神障害にお

いては、手帳所持要件は、身体障害者ほど厳密ではなかったが。） 

無痛無汗症の方たちは、これから述べる身体障害、知的障害、精神障

害のいずれかの要件に該当すれば、その障害があるということで障害福

祉の対象となった。  

 

１．障害福祉の対象となる障害の定義 

(1) 障害者とは   （障害者基本法関係、第２条、定義）   

   この法律において障害者とは、身体障害、知的障害又は精神障害があるため、継続的に日

常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者をいう。 

    （注）平成５年の法改正において、このように障害を３区分で捉えた 

  

(2)発達障害者の追加 （障害者自立支援法、第４条、定義） 

   この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第四条 に規定する身体障害者、知的

障害者福祉法 にいう知的障害者のうち十八歳以上である者及び精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律第五条 に規定する精神障害者（発達障害者支援法 （平成十六年法律

第百六十七号）第二条第二項 に規定する発達障害者を含み、知的障害者福祉法 にいう知

的障害者を除く。以下「精神障害者」という。）のうち十八歳以上である者をいう。 

（注）平成２２年成立の「障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域

生活を支援するための関係法律の整備に関する法律（平成２２年法律第７１

号）」による 
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(3)身体障害者とは    (身体障害者福祉法、第４条、定義) 

  この法律において、「身体障害者」とは、別表に掲げる身体上の障害がある 18歳以上の者で

あって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けた者をいう。 

  

参考：身体障害者福祉法別表 （第四条、第十五条、第十六条関係）  

   一   次に掲げる視覚障害で、永続するもの 

  １ 両眼の視力（万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異常がある者につい    

ては、矯正視力について測ったものをいう。以下同じ。）がそれぞれ〇・一以下のも

の 

２ 一眼の視力が〇・〇二以下、他眼の視力が〇・六以下のもの 

３ 両眼の視野がそれぞれ一〇度以内のもの 

４ 両眼による視野の二分の一以上が欠けているもの 

二 次に掲げる聴覚又は平衡機能の障害で、永続するもの 

    １ 両耳の聴力レベルがそれぞれ七〇デシベル以上のもの 

    ２ 一耳の聴力レベルが九〇デシベル以上、他耳の聴力レベルが五〇デシベル以上のも             

の 

 ３ 両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が五〇パーセント以下のもの４ 平衡機能

の著しい障害 

三 次に掲げる音声機能、言語機能又はそしやく機能の障害 

      １ 音声機能、言語機能又はそしやく機能の喪失 

      ２ 音声機能、言語機能又はそしやく機能の著しい障害で、永続するもの 

    四 次に掲げる肢体不自由 

     １ 一上肢、一下肢又は体幹の機能の著しい障害で、永続するもの 

     ２ 一上肢のおや指を指骨間関節以上で欠くもの又はひとさし指を含めて一上肢の二指  

以上をそれぞれ第一指骨間関節以上で欠くもの 

３ 一下肢をリスフラン関節以上で欠くもの 

４ 両下肢のすべての指を欠くもの 

５ 一上肢のおや指の機能の著しい障害又はひとさし指を含めて一上肢の三指以 

上の機能の著しい障害で、永続するもの 

６ １から５までに掲げるもののほか、その程度が１から５までに掲げる障害の 

程度以上であると認められる障害 

 五 心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害その他政令で定める障害で、永続し、かつ、日

常生活が著しい制限を受ける程度であると認められるもの 

    

参考：政令で定める障害  （身体障害者福祉法施行令、第３６条） 

    法別表第五号に規定する政令で定める障害は、次に掲げる機能の障害とする。  

一  ぼうこう又は直腸の機能 

二  小腸の機能 

三  ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能 

四  肝臓の機能 

  資料１ 身体障害者福祉法施行規則別表第５号 

 

(4)知的障害とは 

     （平成 12年に実施された厚生労働省「知的障害者児（者）基礎調査」で用いた定義） 
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   知的機能の障害が発達期（概ね１８歳まで）にあらわれ、日常生活に支障が生じているため、

何らかの特別な援助を必要とする状態にあるもの 

   （注）知的機能の障害とは、知能指数で概ね７０までとしている 

 

(5)精神障害とは （精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、第５条、定義） 

   この法律で「精神障害者」とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存

症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。 

   （注）同法 第六章 保健及び福祉 

      第４５条  精神障害者（知的障害者を除く。以下この章及び次章において同じ。）は、

…… 

 

  障害福祉の対象となる障害は、以上である。 

 

２．障害福祉に係る法律。法制定年順。 

   

児童福祉法 （昭和２２年） 

  身体障害者福祉法 （昭和２４年） 

  知的障害者福祉法 （昭和３５年）  ＊法制定次は、精神薄弱者福祉法と呼称 

  障害者基本法 （昭和４５年）     ＊法制定次は、心身障害者対策基本法と呼称 

  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 （平成７年） 

  発達障害者支援法 （平成１６年） 

  障害者自立支援法 （平成１７年） 

  障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策をみなおすまでの

間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律 

（平成２２年） 

 

 

Ⅱ 障害福祉制度における難病の扱い 

１． 難病患者を対象とした福祉サービス 

  平成９年から、難病患者が生活上の支援が必要なときに使えるサービスが開始された。 

                 （事業説明は、難病情報センター提供情報による） 

①難病患者等ホームヘルプサービス事業 

    難病患者等が居宅で、日常生活を営むことができるよう家庭にホームヘルパーを 

派遣し、入浴等の介護や掃除などの家事サービスを提供しを派遣し、入浴等の介護 

や掃除などの家事サービスを提供する。 

②難病患者等短期入所事業 

難病患者等の介護を行う者が、病気や冠婚葬祭などの社会的理由、または個人的な

旅行などの私的理由により介護を行えない場合に、難病患者等を一時的に病院など医

療施設に保護する事業。 

③難病患者等日常生活用具給付事業 

  難病患者等に、日常生活用具を給付することにより、難病患者等の日常生活の便宜を

図る事業。 
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２．平成２２年制定 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策

をみなおすまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関

する法律における扱い 

付則 第２条 

政府は、障害保健福祉施策を見直すに当たって、難病の者等に対する支援及び障害者

等に対する移動支援の在り方について必要な検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるものとする。 

 

 

Ⅲ 難病対象の事業 

１． 小児慢性特定疾患治療研究事業 

 

     平成 17年 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 通知 

小児慢性特定疾患治療研究事業実施要綱 

第１ 目的 

    児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）第 21 条の９の２の規定に基づ

き、慢性疾患にかかっていることにより長期にわたり療養を必要とする児童等の健全な

育成を図るため、当該疾患の治療方法に関する研究等に資する医療の給付その他の事

業を行うことを目的とする。 

第２ 実施主体 

本事業の実施主体は、都道府県、指定都市及び中核市（以下「都道府県等」とい 

う。）とする。 

第３ 対象者（対象疾患及び対象年齢） 

    本事業の対象者は、「児童福祉法第 21条の９の２の規定に基づき厚生労働大臣が 

定める慢性疾患及び当該疾患ごとに厚生労働大臣が定める疾患の状態の程度（平成 17

年厚生労働省告示第 23号）」（以下「基準告示」という。）により厚生労働大臣が定める慢

性疾患にかかっている 18歳未満の児童（18歳到達時点において本事業の対象となって

おり、かつ、18歳到達後も引き続き治療が必要であると認められる場合には、20歳到達

までの者を含む。）であって、当該疾患の状態が当該疾患ごとに厚生労働大臣が基準告

示により定める程度であるものとする。 

第４ 実施方法 

１ 医療機関 

都道府県等は、第３に定める疾患の治療研究を行うに適当な医療機関（健康保険 

法（大正 11年法律第 70号）に規定する指定訪問看護事業者を含む。以下同じ。）を選

定して本事業を委託し、その医療機関に対し事業を実施するために必要な費用を支弁

するものとする。 

（以下、略） 

 

２．特定疾患治療研究事業   （難病情報センター提供資料より） 

【概要】 

特定疾患治療研究事業は、「原因不明、治療方法未確立であり、かつ後遺症を残すおそれ

が少なくない疾病」として調査研究を進めている疾患のうち、診断基準が一応確立し、かつ難

治度、重症度が高く患者数が比較的少ないため、公費負担の方法をとらないと原因の究明、

－ 6 － － 7 －



 

治療方法の開発等に困難をきたすおそれのある疾患を対象とする。具体的には、厚生労働省

健康局長の私的諮問機関である特定疾患対策懇談会の意見をもとに決定される。 

本事業は、昭和 47年度にベーチェット病などの 4疾患を対象に発足し、それ以降対象疾患

は徐々に拡大され、平成 21年現在、56疾患となっている。 

 

【制度の仕組み】 

 (1)治療を行う医療機関 

都道府県知事が、本事業を行うに適当と認められる医療機関を選定し委託する。 

 (2)治療研究期間 

     原則として１年間（有効期間：10月 1日～翌年 9月 30日）。（但し、難治性肝炎のうち劇症

肝炎及び重症急性膵炎及び重症多形滲出性紅斑（急性期）は、原則として 6 ヶ月。） 

(2) 対象者 

   対象者は、特定疾患治療研究事業対象疾患（56疾患）に罹患し、医療を受けており、保険

診療の際に自己負担がある者。 

   保険診療とは、国民健康保険の規定による被保険者及び健康保険法、船員保険法、国家

公務員等共済組合法、地方公務員等共済組合若しくは私立学校職員共済組合法の規定に

よる被保険者及び被扶養者並びに老人保健法の規定による医療のこと。ただし、他の法令

により国又は地方公共団体の負担による医療に関する給付が行われている者は除かれ

る。 

   （以下、略） 

 

Ⅳ 障害者制度改革の推進 

１．障害者制度改革の推進体制 

（平成２１年１２月 第１回障がい者制度改革推進本部資料より） 

 (1)障がい者制度改革推進本部 

（内閣総理大臣を本部長とし、すべての国務大臣で構成） 

・障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備を始めとする我が国の障害者に係る制度の

集中的な改革を行うため、閣議決定により設置 

・当面５年間を障害者制度改革の集中期間と位置づけ、改革推進に関する総合調整 

・改革推進の基本的な方針の案の作成及び推進 

・「障害」の表記の在り方に関する検討 

等を行う。 

(2)障がい者制度改革推進会議 

（障害者、障害者の福祉に関する事業に従事する者、学識経験者等） 

 ・障害者に係る制度の改革を始め、障害者施策の推進に関する事項について意見。 

 (3)部会（施策分野別） 

・必要に応じ、部会を開催 

 

２．障がい者制度改革推進会議 

２０１０年１月１２日 第１回障がい者制度改革推進会議を開催  

↓ 

  ２０１０年６月７日 第 14回障がい者制度改革推進会議を開催 

     「障害者制度改革の推進のための基本的方向（第一次意見）を取りまとめ。 

  ２０１０年６月２９日「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」を閣議決定   
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資料２ 障害者制度改革の基本的方向（6月 29日閣議決定）概要 

２０１０年１２月１７日 第二次意見取りまとめ  

資料３ 障害者制度改革の推進のための第二次意見（平成 22 年 12 月 17 日障がい者制度

改革推進会議 概要 

 

３．改革のスケジュール 

  ２０１１年３月 障害者基本法改正法を提出 

  ２０１２年    障害者総合福祉法（仮称）を提出 

  ２０１３年８月までに障害者総合福祉法を実施 

  ２０１３年   障害者差別禁止法（仮称）を提出 

 

４．障害者制度改革の推進における障害の定義に関する意見等 

(1)障害者制度改革の推進のための基本的方向（第一次意見） 

３）障害の定義 

 障害のとらえ方は障害の定義に影響を及ぼし、障害の定義は障害の種類、範囲、障害者

の総数、障害者施策の内容や対象を画するものとなる。 

医学モデルによると障害の原因となる疾患や症状とその程度によって障害が規定され、それ

をもとに障害者施策の内容や対象範囲が限定されることになるが、社会モデルによると疾患

や症状を有する、あるいは有するものとみなされる人々が負うところの社 

会的不利の種類やその程度に応じて障害が規定されることになる。 

また、障害の定義は障害者施策の入り口を画する機能を有する疾患や症状の違いにかか

わらずサービスを必要としている障害者をあまねく含めることが重要である。 

こうした観点から、国際的水準も踏まえ、障害者基本法やその他の法制における諸定義

は見直すことが求められる。 

(2)障害者制度改革の基本的方向（6月 29日閣議決定） 

     (2)障害のとらえ方と諸定義の明確化 

上記第１の「障害者制度改革の基本的考え方」を踏まえ、障害の定義を見直すとともに、

合理的配慮（障害者権利条約に定めるものをいう。以下同じ。）が提供されない場合を含む

障害を理由とする差別や、手話及びその他の非音声言語の定義を明確化し、法整備も含め

た必要な措置を講ずる。 

 (3) 障害者制度改革の推進のための第二次意見 

     ２）定義 

（推進会議の認識） 

これまでは、個人の心身の機能の損傷と、様々な社会生活における不利や困難としての

障害を同一視したり、障害を個人に内在する属性としてとらえ障害の克服を個人の適応努

力に任されたりするなど、障害の軽減や除去のために医学的な働きかけ（治療、訓練）を優

先する医学モデルが社会に浸透していた。 

しかし、障害者の社会参加の制限や制約の原因が障害者個人にあるのではなく、機能

障害（インペアメント）と社会的障壁との相互作用によって生じるものであるという「社会モデ

ル」に立つ障害者権利条約を踏まえるとき、基本法の改正に当たり、障害の定義に「社会モ

デル」的観点を反映させることが、障害者に関連する日本の施策の制度改革と国民全体の

意識変革にとって極めて重要なことであり、そのことは、他の法律での定義にも反映される

べきものである。 
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また、制度の谷間を生まないためには、あらゆる障害が「障害」の定義に入るよう幅広く

捉えることが必要である。 

さらには、現行の基本法上の「継続的に」という文言との関係で、「周期的」又は「断続的」

に発生する日常生活又は社会生活上の制限を受ける人を排除しないようにすることも重要

である。 

以上を踏まえ、基本法には次の観点を盛り込むべきである。 

・ 障害の定義は、制度に基づく支援を必要としながらもその対象から除外される障害者、い

わゆる「制度の谷間」を生まない包括的なものとし、個人の心身の機能の損傷と社会との

関係において社会的不利益を発生するという視点を明らかにし、さらに、周期的に変調す

る状態なども含みうるものとすること。 

（基本法改正に当たって政府に求める事項に関する意見） 

○ 障害の定義は、「社会モデル」の考え方を踏まえたものとするとともに、周期的又は断

続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者がすべて含まれるような包括

的で幅広いものとすること。 

 

５－１．障害者基本法改正法案における障害者の定義 

  ２０１１年２月 第３０回障がい者制度改革推進会議資料から 

 障害者基本法の改正について（案） 

（目的） 

この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有する個人と

して尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てら

れることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生することができる社会を実現するため、

障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定め、及び国、地方公

共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策

の基本となる事項を定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策

を総合的かつ計画的に推進することを目的とすること。 

（定義） 

この法律において、一及び二に掲げる用語の意義は、それぞれ一及び二に定めるところによ

ること。 

一 障害者の定義を、身体障害、知的障害、精神障害その他の心身の機能の障害（以下「障

害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会

生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいうものとすること。 

二 社会的障壁の定義を、障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁とな

るような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいうものとすること。 

 

 

５－２．障害者基本法改正法案における障害者の定義 

  障がい者制度改革推進本部会議（第３回）資料 平成２３年３月１１日（金） 

障害者基本法の一部を改正する法律案 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一 障害者 

身体障害、知的障害、精神障害その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称

する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社
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会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 

障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会に

おける事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

 

 

 

 

 

障害福祉施策を利用した生活の充実を図るためには、無痛無汗症が

障害の定義に含まれるか否か、どのように含まれるかが鍵になる。 

現在進行中の、障がい者制度改革推進会議においては、「制度の谷

間」をなくす方向での検討が進められている。 
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の
機

能
を

全
廃

し
た

も
の

１
　

一
上

肢
の

機
能

の
軽

度
の

障
　

害
２

　
一

上
肢

の
肩

関
節

、
肘

関
節

　
又

は
手

関
節

の
う

ち
、

い
ず

れ
　

か
一

関
節

の
機

能
の

軽
度

の
障

　
害

３
　

一
上

肢
の

手
指

の
機

能
の

軽
　

度
の

障
害

４
　

ひ
と

さ
し

指
を

含
め

て
一

上
　

肢
の

二
指

の
機

能
の

著
し

い
障

　
害

５
　

一
上

肢
の

な
か

指
、

く
す

り
　

指
及

び
小

指
を

欠
く

も
の

６
　

一
上

肢
の

な
か

指
、

く
す

り
　

指
及

び
小

指
の

機
能

を
全

廃
し

　
た

も
の

３
　

一
上

肢
を

上
腕

の
２

分
の

１
　

以
上

で
欠

く
も

の
４

　
一

上
肢

の
機

能
を

全
廃

し
た

　
も

の

下
肢

１
　

両
下

肢
の

機
能

を
全

廃
し

た
　

も
の

２
　

両
下

肢
を

大
腿

の
２

分
の

１
　

以
上

で
欠

く
も

の

１
　

両
下

肢
の

機
能

の
著

し
い

障
　

害
２

　
両

下
肢

を
下

腿
の

２
分

の
１

　
以

上
で

欠
く

も
の

１
　

両
下

肢
を

シ
ョ

パ
ー

関
節

以
　

上
で

欠
く

も
の

１
　

両
下

肢
の

す
べ

て
の

指
を

欠
く

　
も

の
２

　
両

下
肢

の
す

べ
て

の
指

の
機

能
　

を
全

廃
し

た
も

の
３

　
一

下
肢

の
下

腿
の

２
分

の
１

以
　

上
で

欠
く

も
の

４
　

一
下

肢
の

機
能

の
著

し
い

障
害

５
　

一
下

肢
の

股
関

節
又

は
膝

関
節

　
の

機
能

を
全

廃
し

た
も

の
６

　
一

下
肢

が
健

側
に

比
し

て
1
0
㎝

　
以

上
又

は
健

側
の

長
さ

の
1
0
分

の
　

１
以

上
短

い
も

の

１
　

一
下

肢
の

股
関

節
又

は
膝

関
　

節
の

機
能

の
著

し
い

障
害

２
　

一
下

肢
の

足
関

節
の

機
能

を
　

全
廃

し
た

も
の

３
　

一
下

肢
が

健
側

に
比

し
て

５
　

㎝
以

上
又

は
健

側
の

長
さ

の
1
5

　
分

の
１

以
上

短
い

も
の

１
　

一
下

肢
を

リ
ス

フ
ラ

ン
関

節
以

上
　

で
欠

く
も

の
２

　
一

下
肢

の
足

関
節

の
機

能
の

著
し

　
い

障
害

１
　

両
下

肢
の

す
べ

て
の

指
の

機
　

能
の

著
し

い
障

害
２

　
一

下
肢

の
機

能
の

軽
度

の
障

　
害

３
　

一
下

肢
の

股
関

節
、

膝
関

節
　

又
は

足
関

節
の

う
ち

、
い

ず
れ

　
か

一
関

節
の

機
能

の
軽

度
の

　
障

害
４

　
一

下
肢

の
す

べ
て

の
指

を
欠

　
く

も
の

５
　

一
下

肢
の

す
べ

て
の

指
の

機
　

能
を

全
廃

し
た

も
の

６
　

一
下

肢
が

健
側

に
比

し
て

３
　

ｃ
ｍ

以
上

又
は

健
側

の
長

さ
の

　
2
0
分

の
１

以
上

短
い

も
の

２
　

一
下

肢
を

大
腿

の
２

分
の

１
　

以
上

で
欠

く
も

の
３

　
一

下
肢

の
機

能
を

全
廃

し
た

　
も

の

体
幹

　
体

幹
の

機
能

障
害

に
よ

り
座

っ
て

い
る

こ
と

が
で

き
な

い
も

の
１

　
体

幹
の

機
能

障
害

に
よ

り
座

　
位

又
は

起
立

位
を

保
つ

こ
と

が
　

困
難

な
も

の
２

　
体

幹
の

機
能

障
害

に
よ

り
立

　
ち

上
が

る
こ

と
が

困
難

な
も

の

　
体

幹
の

機
能

障
害

に
よ

り
歩

行
が

困
難

な
も

の

　
体

幹
の

機
能

の
著

し
い

障
害

　

乳
幼

児
期

以
前

の
非

進
行

性
の

脳
病

変
に

よ
る

運
動

機
能

障
害

上
肢

機
能

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
上

肢
を

使
用

す
る

日
常

生
活

動
作

が
ほ

と
ん

ど
不

可
能

な
も

の

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
上

肢
を

使
用

す
る

日
常

生
活

動
作

が
極

度
に

制
限

さ
れ

る
も

の
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

注
２

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
上

肢
を

使
用

す
る

日
常

生
活

動
作

が
著

し
く

制
限

さ
れ

る
も

の

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
上

肢
の

機
能

障
害

に
よ

り
社

会
で

の
日

常
生

活
活

動
が

著
し

く
制

限
さ

れ
る

も
の

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

る
上

肢
の

機
能

障
害

に
よ

り
社

会
で

の
日

常
生

活
活

動
に

支
障

の
あ

る
も

の

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
上

肢
の

機
能

の
劣

る
も

の
　

上
肢

に
不

随
意

運
動

・
失

調
等

を
有

す
る

も
の

移
動

機
能

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
歩

行
が

不
可

能
な

も
の

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
歩

行
が

極
度

に
制

限
さ

れ
る

も
の

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
歩

行
が

家
庭

内
で

の
日

常
生

活
活

動
に

制
限

さ
れ

る
も

の
　

　
注

３

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
社

会
で

の
日

常
生

活
活

動
が

著
し

く
制

限
さ

れ
る

も
の

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
社

会
に

お
け

る
日

常
生

活
活

動
に

支
障

の
あ

る
も

の

　
不

随
意

運
動

・
失

調
等

に
よ

り
移

動
機

能
の

劣
る

も
の

　
下

肢
に

不
随

意
運

動
・

失
調

等
を

有
す

る
も

の

　 　 心 臓 、 じ ん 蔵 、 呼 吸 器 、 ぼ う こ う 、 直 腸 、 小 腸 、

　 　 ヒ ト 免 疫 不 全 ウ イ ル ス に よ る 免 疫 又 は 肝 臓 の 機 能 の 障 害

心
臓

機
能

障
害

　
心

臓
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

自
己

の
身

辺
の

日
常

生
活

活
動

が
極

度
に

制
限

さ
れ

る
も

の

　
心

臓
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

家
庭

内
で

の
日

常
生

活
活

動
が

著
し

く
制

限
さ

れ
る

も
の

　
心

臓
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

社
会

で
の

日
常

生
活

活
動

が
著

し
く

制
限

さ
れ

る
も

の

じ
ん

臓
機

能
障

害

　
じ

ん
臓

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
自

己
の

身
辺

の
日

常
生

活
活

動
が

極
度

に
制

限
さ

れ
る

も
の

　
じ

ん
臓

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
家

庭
内

で
の

日
常

生
活

活
動

が
著

し
く

制
限

さ
れ

る
も

の

　
じ

ん
臓

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
社

会
で

の
日

常
生

活
活

動
が

著
し

く
制

限
さ

れ
る

も
の

呼
吸

器
機

能
障

害
　

呼
吸

器
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

自
己

の
身

辺
の

日
常

生
活

活
動

が
極

度
に

制
限

さ
れ

る
も

の

　
呼

吸
器

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
家

庭
内

で
の

日
常

生
活

活
動

が
著

し
く

制
限

さ
れ

る
も

の

　
呼

吸
器

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
社

会
で

の
日

常
生

活
活

動
が

著
し

く
制

限
さ

れ
る

も
の

ぼ
う

こ
う

又
は

直
腸

の
機

能
障

害

　
ぼ

う
こ

う
又

は
直

腸
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

自
己

の
身

辺
の

日
常

生
活

活
動

が
極

度
に

制
限

さ
れ

る
も

の

　
ぼ

う
こ

う
又

は
直

腸
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

家
庭

内
で

の
日

常
生

活
活

動
が

著
し

く
制

限
さ

れ
る

も
の

　
ぼ

う
こ

う
又

は
直

腸
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

社
会

で
の

日
常

生
活

活
動

が
著

し
く

制
限

さ
れ

る
も

の

小
腸

機
能

障
害

　
小

腸
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

自
己

の
身

辺
の

日
常

生
活

活
動

が
極

度
に

制
限

さ
れ

る
も

の

　
小

腸
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

家
庭

内
で

の
日

常
生

活
活

動
が

著
し

く
制

限
さ

れ
る

も
の

　
小

腸
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

社
会

で
の

日
常

生
活

活
動

が
著

し
く

制
限

さ
れ

る
も

の

ヒ
ト

免
疫

不
全

ウ
イ

ル
ス

に
よ

る
免

疫
機

能
障

害

　
ヒ

ト
免

疫
不

全
ウ

イ
ル

ス
に

よ
る

免
疫

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
日

常
生

活
が

ほ
と

ん
ど

不
可

能
な

も
の

　
ヒ

ト
免

疫
不

全
ウ

イ
ル

ス
に

よ
る

免
疫

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
日

常
生

活
が

極
度

に
制

限
さ

れ
る

も
の

　
ヒ

ト
免

疫
不

全
ウ

イ
ル

ス
に

よ
る

免
疫

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
日

常
生

活
が

著
し

く
制

限
さ

れ
る

も
の

（
社

会
で

の
日

常
生

活
活

動
が

著
し

く
制

限
さ

れ
る

も
の

を
除

く
。

）

　
ヒ

ト
免

疫
不

全
ウ

イ
ル

ス
に

よ
る

免
疫

の
機

能
の

障
害

に
よ

り
社

会
で

の
日

常
生

活
活

動
が

著
し

く
制

限
さ

れ
る

も
の

注
１

　
太

線
の

左
側

は
第

１
種

身
体

障
害

者
、

右
側

は
第

２
種

身
体

障

　
　

害
者

を
さ

す
。

肝
臓

機
能

障
害

　
肝

臓
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

日
常

生
活

活
動

が
ほ

と
ん

ど
不

可
能

な
も

の

　
肝

臓
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

日
常

生
活

活
動

が
極

度
に

制
限

さ
れ

る
も

の

　
肝

臓
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

日
常

生
活

活
動

が
著

し
く

制
限

さ
れ

る
も

の
（

社
会

で
の

日
常

生
活

活
動

が
著

し
く

制
限

さ
れ

る
も

の
を

除
く

。
）

　
肝

臓
の

機
能

の
障

害
に

よ
り

社
会

で
の

日
常

生
活

活
動

が
著

し
く

制
限

さ
れ

る
も

の

注
２

　
両

上
肢

の
場

合
は

第
１

種
身

体
障

害
者

、
一

上
肢

の
場

合
は

第

　
　

２
種

身
体

障
害

者
と

な
る

。

注
３

　
両

下
肢

の
場

合
は

第
１

種
身

体
障

害
者

、
一

下
肢

の
場

合
は

第

　
　

２
種

身
体

障
害

者
と

な
る

。
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障
害
者

制
度

改
革

の
推
進

の
た
め
の
基
本
的
な
方

向
に
つ
い
て

（
6
月

2
9
日
閣
議
決
定
）

【
概
要
】

平
成

2
3
年

平
成

2
4
年

平
成

2
5
年

●
障

害
者

基
本

法
抜

本
改

正
・

制
度

改
革

の
推

進
体

制
等

に
関

す
る
法

案
の

提
出

●
障

害
者

差
別

禁
止

法
案

（
仮

称
）
の

提
出

（
改

革
の

推
進

に
必

要
な
他

の
関

係
法

律
の

一
括

整
備

法
案

も
検

討
）

●
障

害
者

総
合

福
祉

法
案

（
仮

称
）
の

提
出

平
成

2
1
年

1
2
月

～
平

成
2
2
年

●
次

期
障

害
者

基
本

計
画

決
定

（
12

月
目

途
）

８
月

ま
で
の

施
行

●
障

が
い
者

制
度

改
革

推
進

会
議

の
「
障

害
者

制
度

改
革

の
推

進
の

た
め
の

基
本

的
な
方

向
（
第

一
次

意
見

）
」
（
平

成
22

年
6月

7日
）

を
最
大

限
に
尊
重

し
、
我
が

国
の
障
害
者
に
係

る
制
度
の
集

中
的
な
改

革
の
推

進
を
図
る
。

基
礎
的
な
課
題
に
お
け
る
改
革
の
方
向
性

横
断
的
課
題
に
お
け
る
改
革
の
基
本
的
方
向
と
今
後
の
進
め
方

（
１
）障

害
者

基
本

法
の

改
正

と
改

革
の

推
進

体
制

・
障
害
や
差
別
の

定
義
を
始
め
、
基
本
的
施
策
に
関

す
る
規
定
の
見

直
し
・
追
加

・
改
革
の
集
中
期

間
内
に
お
け
る
改

革
の
推
進
等
を
担

う
審
議
会
組
織
の

設
置

・
改
革
の
集
中
期

間
終
了
後
に
障
害

者
権
利
条
約
の

実
施
状
況
の
監
視

等
を

担
う
い
わ
ゆ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
機
関

の
法
的
位
置
付
け

等

→
第
一
次
意
見
に
沿
っ
て
検
討
、

23
年
に
法
案
提
出
を
目
指

す

（
２
）障

害
を
理
由
と
す
る
差
別
の
禁
止
に
関
す
る
法
律
の
制
定
等

・
障
害
者
に
対

す
る
差
別
を
禁
止
し
、
被
害
を
受
け
た
場
合
の
救
済
等
を
目
的
と

し
た
制
度
の
構
築

→
第
一
次
意
見
に
沿
っ
て
検
討
、

25
年
に
法
案
提
出
を
目
指

す
こ
れ
に
関
連
し
、
人
権
救
済
制
度
に
関

す
る
法

案
も
早

急
に
提
出
で
き
る
よ
う

検
討

（
３
）「
障
害
者
総
合
福
祉
法
」
（仮

称
）
の
制
定

・
制
度
の
谷
間
の

な
い
支
援
の
提
供

、
個
々
の
ニ
ー
ズ
に
基
づ
い
た
地
域
生
活

支
援
体
系
の
整
備
等
を
内
容
と
す
る
制
度
の
構

築

→
第
一
次
意
見
に
沿
っ
て
検
討
、

24
年
に
法
案
提
出
、

25
年

8 月
ま
で
の

施
行

を
目
指

す

・
ア
ジ
ア
太
平
洋
で
の
障
害
分
野
の
国

際
協
力
へ
の
貢
献

・
虐
待
防
止
制
度
の
構
築
に
向
け
た
必

要
な
検
討

（
２
）
障

害
の

と
ら
え
方

と
諸

定
義

の
明

確
化

障
害
の
定
義
の

見
直
し
、
合
理
的
配
慮
が
提
供
さ
れ
な
い
場
合
を
含
む
障

害
を

理
由
と
す
る
差

別
や
、
手
話
そ
の
他
の
非
音
声
言
語

の
定
義
の
明
確
化

（
１
）
地

域
生

活
の

実
現

と
イ
ン
ク
ル

ー
シ
ブ
な
社

会
の

構
築

・
障
害
者
が
自

ら
選
択

す
る
地
域
へ

の
移
行
支
援
や

移
行
後
の
生
活
支

援
の
充

実
、
及
び
平
等
な
社
会
参
加
、
参
画
を
柱
に
据
え
た
施
策
の
展
開

・
虐
待
の
な
い
社
会
づ
く
り

平
成

2
6
年

障
害
の
有

無
に
か
か
わ
ら
ず
、
相

互
に
個
性
の
差

異
と
多
様

性
を
尊
重

し
、

人
格
を
認
め
合

う
共
生
社

会
の

実
現

障
害
者
制
度
改
革
の
基
本
的
方
向
と
今
後
の
進
め
方

(1
)  
労
働
及
び
雇

用

( 2
) 
教
育

(3
) 
所
得
保
障

( 4
) 
医

療

(5
) 
障
害
児
支
援

(6
) 
虐
待
防
止

(7
) 
建

物
利

用
・
交

通
ア
ク
セ
ス

(8
) 
情
報

ア
ク
セ
ス
・
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
保
障

(9
) 
政
治
参
加

(1
0
) 
司

法
手

続

(1
1
)  
国

際
協

力

・
投
票
所
の
バ
リ
ア
除
去
等

個
別
分
野
に
お
け
る
基
本
的
方
向
と
今
後
の
進
め
方

横
断
的
課

題
の

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等

・
福
祉
的
就
労
へ
の
労
働
法
規
の
適
用

の
在
り
方

(～
2
3
年
内
）

（
～
2
4
年
度
内
目

途
)

・
障

害
の

あ
る
子

ど
も
が

障
害

の
な
い
子

ど
も
と
共

に
教

育
を
受

け
る
イ
ン
ク
ル

ー
シ
ブ

教
育

シ
ス
テ
ム
構

築
の

理
念

を
踏

ま
え
た

制
度

改
革

の
基

本
的

方
向

（
～
2
2
年
度
内
)

・
手
話
・
点
字
等
に
通
じ
た
教
員
等
の
確

保
・
専
門
性
の
向
上
に
係
る
方
策

（
～
2
4
年
内
目
途

）

・
住
宅
の
確
保
の
た
め
の
支
援
の
在
り
方

（
～
2
4
年
内
目
途

)

・
医
療
費
用
負
担
の
在
り
方
（
応
能
負
担
）

・
社
会
的
入
院
を
解
消
す
る
た
め
の
体
制

・
精
神
障
害
者
の
強
制
入
院
等
の
在
り
方

・
刑
事
訴
訟
手
続
に
お
け
る
障
害

の
特
性

に
応
じ
た
配
慮
方
策

・
選
挙
情
報
へ
の
障
害
者
の
ア
ク
セ

ス
を
容
易
に
す
る
取
組

・
情
報
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
た
め
の
環
境

整
備
の
在
り
方

・
障
害
特
性
に
応
じ
た
災
害
時
緊
急
連

絡
の
伝
達
の
方
策

・
地
方
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
整
備
の
促

進
等
の
方
策

・
相
談
・
療
育
支
援
体
制
の
改
善
に
向

け
た
方
策

（
～
2
3
年
内
)

（
～
2
3
年
内
)

（
～
2
4
年
内
目
途

)

（
～
2
3
年
内
)

※
各
個
別

分
野
に
つ
い
て
は
、

改
革
の
集

中
期
間
内
に
必
要
な

対
応

を
図
る
よ
う
、
工
程

表
と
し

て
そ
れ

ぞ
れ
検
討

期
間

を
設
定

目
的
・基

本
的
考
え
方

工
程

表

障
が

い
者

制
度

改
革
推

進
本

部
の

設
置

（
平

成
21

年
12

月
）

（
～
2
2
年
度
内
目

途
)

（
～
2
4
年
内
)

（
～
2
2
年
度
内
)

（
～
2
4
年
内
目
途

)

・
職
場
で
の
合
理
的
配
慮
確
保
の
た
め
の
方
策

・
雇
用
率
制
度
に
つ
い
て
の
検
証
・
検
討

（
～
2
4
年
度
内
目

途
)

・
障
害
者
の
所
得
保
障
の
在
り
方
を
公
的
年
金
の
抜
本
見
直
し
に
併
せ
て
検
討

（
～
2
4
年
内
)

※
主
な
事
項
に
つ
い
て
記
載
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障害者制度改革の推進のための基本的な方向について 

 

 

                   平成 22 年６月 29 日 

                   閣 議 決 定 

 

 

政府は、障がい者制度改革推進会議（以下「推進会議」という。）

の「障害者制度改革の推進のための基本的な方向（第一次意見）」

（平成 22 年６月７日）（以下「第一次意見」という。）を最大限

に尊重し、下記のとおり、障害者の権利に関する条約（仮称）（以

下「障害者権利条約」という。）の締結に必要な国内法の整備を始

めとする我が国の障害者に係る制度の集中的な改革の推進を図る

ものとする。 

 

記 

 

第１ 障害者制度改革の基本的考え方 

あらゆる障害者が障害のない人と等しく自らの決定・選択に基

づき、社会のあらゆる分野の活動に参加・参画し、地域において

自立した生活を営む主体であることを改めて確認する。 

また、日常生活又は社会生活において障害者が受ける制限は、

社会の在り方との関係によって生ずるものとの視点に立ち、障害

者やその家族等の生活実態も踏まえ、制度の谷間なく必要な支援

を提供するとともに、障害を理由とする差別のない社会づくりを

目指す。 

これにより、障害の有無にかかわらず、相互に個性の差異と多

様性を尊重し、人格を認め合う共生社会の実現を図る。 

 

第２ 障害者制度改革の基本的方向と今後の進め方 

   第一次意見の第３を踏まえ、以下のとおり障害者制度改革の推

進を図るものとする。 

 

１ 基礎的な課題における改革の方向性 

 

(1)地域生活の実現とインクルーシブな社会の構築 

障害者があらゆる分野において社会から分け隔てられる

ことなく、日常生活や社会生活を営めるよう留意しつつ、障

害者が自ら選択する地域への移行支援や移行後の生活支援

－ 12 － － 13 －
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の充実、及び平等な社会参加を柱に据えた施策を展開すると

ともに、そのために必要な財源を確保し、財政上の措置を講

ずるよう努める。また、障害者に対する虐待のない社会づく

りを目指す。 

 
  (2)障害のとらえ方と諸定義の明確化 

上記第１の「障害者制度改革の基本的考え方」を踏まえ、

障害の定義を見直すとともに、合理的配慮（障害者権利条約

に定めるものをいう。以下同じ。）が提供されない場合を含

む障害を理由とする差別や、手話及びその他の非音声言語の

定義を明確化し、法整備も含めた必要な措置を講ずる。 

 

２ 横断的課題における改革の基本的方向と今後の進め方 

 

  (1)障害者基本法の改正と改革の推進体制 

     障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）の改正や改革の推

進体制について、第一次意見に沿って、障害や差別の定義を

始め、基本的施策に関する規定の見直し・追加、改革の集中

期間（「障がい者制度改革推進本部の設置について」（平成

21 年 12 月８日閣議決定）に定めるものをいう。以下同じ。）

内における改革の推進等を担う審議会組織の設置や、改革の

集中期間終了後に同組織を継承し障害者権利条約の実施状

況の監視等を担ういわゆるモニタリング機関の法的位置付

け等も含め、必要な法整備の在り方を検討し、平成 23 年常

会への法案提出を目指す。 

 

  (2)障害を理由とする差別の禁止に関する法律の制定等 

  障害を理由とする差別を禁止するとともに、差別による人

権被害を受けた場合の救済等を目的とした法制度の在り方

について、第一次意見に沿って必要な検討を行い、平成 25

年常会への法案提出を目指す。 

これに関連し、現在検討中の人権救済制度に関する法律案

についても、早急に提出ができるよう検討を行う。 

 

  (3)「障害者総合福祉法」（仮称）の制定 

  応益負担を原則とする現行の障害者自立支援法（平成 17

年法律第 123 号）を廃止し、制度の谷間のない支援の提供、

個々のニーズに基づいた地域生活支援体系の整備等を内容

とする「障害者総合福祉法」（仮称）の制定に向け、第一次

－ 14 － － 15 －
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意見に沿って必要な検討を行い、平成 24 年常会への法案提

出、25 年８月までの施行を目指す。 

 

３ 個別分野における基本的方向と今後の進め方 

以下の各個別分野については、改革の集中期間内に必要な

対応を図るよう、横断的課題の検討過程や次期障害者基本計

画の策定時期等も念頭に置きつつ、改革の工程表としてそれ

ぞれ検討期間を定め、事項ごとに関係府省において検討し、

所要の期間内に結論を得た上で、必要な措置を講ずるものと

する。 

 

(1)労働及び雇用 

○ 障害者雇用促進制度における「障害者」の範囲について、就労

の困難さに視点を置いて見直すことについて検討し、平成 24 年

度内を目途にその結論を得る。 

 

○ 障害者雇用率制度について、雇用の促進と平等な取扱いという

視点から、いわゆるダブルカウント制度の有効性について平成 22

年度内に検証するとともに、精神障害者の雇用義務化を図ること

を含め、積極的差別是正措置としてより実効性のある具体的方策

を検討し、平成 24 年度内を目途にその結論を得る。 

 

○ いわゆる福祉的就労の在り方について、労働法規の適用と工賃

の水準等を含めて、推進会議の意見を踏まえるとともに、障がい

者制度改革推進会議総合福祉部会（以下「総合福祉部会」という。）

における議論との整合性を図りつつ検討し、平成 23 年内にその

結論を得る。 

 

○ 国及び地方公共団体における物品、役務等の調達に関し、

適正で効率的な調達の実施という現行制度の考え方の下で、

障害者就労施設等に対する発注拡大に努めることとし、調達

に際しての評価の在り方等の面から、障害者の雇用・就業の

促進に資する具体的方策について必要な検討を行う。 

 

○ 労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止、職

場における合理的配慮の提供を確保するための措置、これら

に関する労使間の紛争解決手続の整備等の具体的方策につい

－ 14 － － 15 －
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て検討を行い、平成 24 年度内を目途にその結論を得る。 

 

○ 障害者に対する通勤支援、身体介助、職場介助、コミュニ

ケーション支援、ジョブコーチ等の職場における支援の在り

方について、平成 23 年内を目途に得られる総合福祉部会の検

討結果等を踏まえ、必要な措置を講ずる。 

 

(2)教育 

○ 障害のある子どもが障害のない子どもと共に教育を受ける

という障害者権利条約のインクルーシブ教育システム構築の

理念を踏まえ、体制面、財政面も含めた教育制度の在り方につ

いて、平成 22 年度内に障害者基本法の改正にもかかわる制度

改革の基本的方向性についての結論を得るべく検討を行う。

○ 手話・点字等による教育、発達障害、知的障害等の子どもの

特性に応じた教育を実現するため、手話に通じたろう者を含む

教員や点字に通じた視覚障害者を含む教員等の確保や、教員の

専門性向上のための具体的方策の検討の在り方について、平成

24 年内を目途にその基本的方向性についての結論を得る。

 

(3)所得保障等 

○ 障害者が地域において自立した生活を営むために必要な所

得保障の在り方について、給付水準と負担の在り方も含め、平

成 25 年常会への法案提出を予定している公的年金制度の抜本

的見直しと併せて検討し、平成 24 年内を目途にその結論を得

る。 

 

○ 特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律（平

成 16 年法律第 166 号）の附則において、給付金の支給対象と

ならなかった在日外国人障害者等に対する福祉的措置の検討

規定が設けられており、この法律附則の検討規定に基づき、立

法府その他の関係者の議論を踏まえつつ検討する。 

 

○ 障害者の地域における自立した生活を可能とする観点から、

障害者の住宅確保のために必要な支援の在り方について、総合

福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、平成 24

年内にその結論を得る。 

－ 16 －
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(4)医療 

○ 精神障害者に対する強制入院、強制医療介入等について、い

わゆる「保護者制度」の見直し等も含め、その在り方を検討し、

平成 24 年内を目途にその結論を得る。 

 

○ 「社会的入院」を解消するため、精神障害者に対する退院支

援や地域生活における医療、生活面の支援に係る体制の整備に

ついて、総合福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討

し、平成 23 年内にその結論を得る。 

 

○ 精神科医療現場における医師や看護師等の人員体制の充実

のための具体的方策について、総合福祉部会における議論との

整合性を図りつつ検討し、平成 24 年内を目途にその結論を得

る。 

 

○ 自立支援医療の利用者負担について、法律上の規定を応能負

担とする方向で検討し、平成 23 年内にその結論を得る。 

 

○ たん吸引や経管栄養等の日常における医療的ケアについて、

介助者等による実施ができるようにする方向で検討し、平成 22

年度内にその結論を得る。 

 

(5)障害児支援 

○ 障害児やその保護者に対する相談や療育等の支援が地域の

身近なところで、利用しやすい形で提供されるようにするため、

現状の相談支援体制の改善に向けた具体的方策について、総合

福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、平成 23

年内にその結論を得る。 

 

○ 障害児に対する支援が、一般施策を踏まえつつ、適切に講じ

られるようにするための具体的方策について、総合福祉部会に

おける議論との整合性を図りつつ検討し、平成 23 年内にその

結論を得る。 

 

(6)虐待防止 

○ 障害者に対する虐待防止制度の構築に向け、推進会議の意見

を踏まえ、速やかに必要な検討を行う。 
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(7)建物利用・交通アクセス 

○ 「交通基本法」（仮称）の制定と関連施策の充実について、

推進会議の意見を踏まえ、平成 23 年常会への法案提出に向け

検討する。 

 

○ 地方における公共施設や交通機関等のバリアフリー整備の

促進等のため、整備対象施設の範囲の拡大や数値目標の設定等

も含め、必要な具体的方策を検討し、平成 22 年度内を目途に

その結論を得る。 

 

○ 公共施設や交通機関等における乗車拒否や施設及び設備の

利用拒否に関する実態を把握した上で、その結果を踏まえ、障

害を理由とする差別の禁止に関する法律の検討と併せて、合理

的配慮が確保されるための具体的方策について検討する。 

 

(8)情報アクセス・コミュニケーション保障 

○ 障害の特性に配慮した方法による情報提供が行われるよう、

関係府省が連携し、技術的・経済的な実現可能性を踏まえた上

で、必要な環境整備の在り方について、障害当事者の参画も得

つつ検討し、平成 24 年内にその結論を得る。 

 

○ 放送事業者における現状の対応状況、取組の拡充に係る課題

等を踏まえ、平成 22 年度内に、災害に関する緊急情報等の提

供について、放送事業者に対する働きかけ等の措置を検討する。 

 

○ 国・地方公共団体による災害時の緊急連絡について、あらゆ

る障害の特性に対応した伝達手段が確保されるための具体的

な方策の在り方について検討し、平成 24 年内にその結論を得

る。 

 

(9)政治参加 

○ 障害者が選挙情報等に容易にアクセスできるよう、点字及び

音声による「選挙のお知らせ版」について、今年執行予定の参

議院選挙において全都道府県での配布を目指す。政見放送への

字幕・手話の付与等については、関係機関と早急に検討を進め、

平成 22 年度内にその結論を得る。 

 

○ 投票所への困難なアクセスや投票所の物理的バリア等を除
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去するための具体的方策として、投票所への移動が困難な選挙

人の投票機会の確保に十分配慮するとともに、今年執行予定の

参議院選挙において、投票所入り口の段差解消割合が 100％（人

的介助を含む。）となるよう、市町村選挙管理委員会の取組を

促す。 

 

(10)司法手続 

○ 刑事訴訟手続において、あらゆる障害の特性に応じた配慮が

されるための具体的方策について検討し、平成 24 年内を目途

にその結論を得る。 

 

○ 司法関係者（警察官及び刑務官を含む。）に対する障害に関

する理解を深める研修について、障害者関係団体の協力を得つ

つ、その一層の充実を図る。 

 

(11)国際協力 

○ 障害者の地位の向上に資する政府開発援助の在り方につい

て、政府開発援助大綱への障害者の明示的な位置付けの要否を

含め、必要な検討を行い、次期政府開発援助大綱の改定の際に

その結論を得る。 

 

○ 現行の「アジア太平洋障害者の十年」以降のアジア太平洋経

済社会委員会を中心としたアジア太平洋における障害分野の

国際協力について、引き続き積極的に貢献する。 
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利用者負担の�
仕組みと改善策�

福祉サービスの�
新体系�

地域生活�
支援事業�

障害者が地域で�
安心して暮らせる�
社会の実現を�
めざします�

利用の手続き�

あなたの�
利用者負担は�
こうなります�

障害者自立支援法の�
サービス利用について�

平成２２年�
４月版�

障害に係る�
自立支援医療�

障害児施設の�
利用者負担�

補装具の制度�
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に
�
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域
で
安
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し
て
暮
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せ
る
�

社
会
の
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め
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し
ま
す
�

障
害
者
自
立
支
援
法
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よ
る
、�

総
合
的
な
自
立
支
援
シ
ス
テ
ム
の
全
体
像
は
、�

自
立
支
援
給
付
と
地
域
生
活
支
援
事
業
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
�

障
害
者
自
立
支
援
法
�
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害
保
健
福
祉
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、
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成
1
5
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度
か
ら
ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
理
念
に
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さ
れ
た
支
援
費
制
度
に
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り
、
充
実
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ら
れ
ま
し
た
。�

　
し
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し
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の
よ
う
な
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題
点
が
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摘
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て
い
ま
し
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。�
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度
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の
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に
、
障
害
の
あ
る
人
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利
用
で

き
る
サ
ー
ビ
ス
を
充
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し
、
い
っ
そ
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の
推
進
を
図
る
た
め
に
、
障
害
者
自
立
支
援

法
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制
定
さ
れ
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し
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介
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度
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介
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動
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障
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�
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活
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設
入
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生
活
介
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談
支
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シ
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日
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の
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又
は
貸
与
�

●
移
動
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祉
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ム
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●
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日
常
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又
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�

●
専
門
性
の
高
い
相
談
支
援
　
●
広
域
的
な
対
応
が
必
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な
事
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等
�

介
護
給
付
�

支
援
�

①
身
体
障
害
・
知
的
障
害
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精
神
障
害
と
い
っ
た
障
害
種
別
ご
と
に
縦
割
り
で

サ
ー
ビ
ス
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供
さ
れ
て
お
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設
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事
業
体
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わ
か
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に
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使
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こ
と
�
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サ
ー
ビ
ス
の
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供
体
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方
自
治
体
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、
必
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す
る
人
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に
サ
ー
ビ
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行
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い
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い
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地
方
自
治
体
間
の
格
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が
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き
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こ
と
�

③
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費
制
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地
方
自
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用
負
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続
け
る
サ
ー
ビ
ス
利
用
の
た
め
の
財
源
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確
保
す
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こ
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困
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あ
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こ
と
�

障
害
者
�

自
立
支
援
法
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�

ポ
イ
ン
ト
�

①
障
害
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種
別
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身
体
障
害
･
知
的
障
害
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精
神
障
害
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か
か
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ら
ず
、
障
害

の
あ
る
人
々
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必
要
と
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
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き
る
よ
う
、
サ
ー
ビ
ス
を

利
用
す
る
た
め
の
仕
組
み
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一
元
化
し
、
施
設
・
事
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編
�

③
サ
ー
ビ
ス
を
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用
す
る
人
々
も
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
量
と
所
得
に
応
じ
た
負
担
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行
う
と
と
も
に
、
国
と
地
方
自
治
体
が
責
任
を
も
っ
て
費
用
負
担
を
行
う
こ
と

を
ル
ー
ル
化
し
て
財
源
を
確
保
し
、
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を
計
画
的
に
充
実
�

②
障
害
の
あ
る
人
々
に
、
身
近
な
市
町
村
が
責
任
を
も
っ
て
一
元
的
に
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
�

④
就
労
支
援
を
抜
本
的
に
強
化
�

⑤
支
給
決
定
の
仕
組
み
を
透
明
化
、
明
確
化
�

障
害
の
あ
る
人
々
の
自
立
を
支
え
ま
す
�

●
自
立
訓
練
�

●
就
労
移
行
支
援
�

●
就
労
継
続
支
援
�

●
共
同
生
活
援
助（
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
）�

�訓
練
等
給
付
�

●
更
生
医
療
�

●
育
成
医
療
※
�

●
精
神
通
院
医
療
※
�

※
実
施
主
体
は
都
道
府
県
等
�

自
立
支
援
医
療
�

補
装
具
�

障 害 者 ・ 児 �

自
立
支
援
給
付
�

地
域
生
活
支
援
事
業
�
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5
4

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
新
体
系

�

●
見
直
し
後
�

　
サ
ー
ビ
ス
は
、
個
々
の
障
害
の
あ
る
人
々
の
障
害
程
度
や
勘
案
す
べ
き
事
項
（
社
会
活
動
や
介
護
者
、
居

住
等
の
状
況
）
を
ふ
ま
え
、
個
別
に
支
給
決
定
が
行
わ
れ
る
「
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
」
と
、
市
町
村
の
創
意

工
夫
に
よ
り
、
利
用
者
の
方
々
の
状
況
に
応
じ
て
柔
軟
に
実
施
で
き
る
「
地
域
生
活
支
援
事
業
」
に
大
別
さ

れ
ま
す
。�

　「
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
」
は
、
介
護
の
支
援
を
受
け
る
場
合
に
は
「
介
護
給
付
」、
訓
練
等
の
支
援
を
受
け

る
場
合
は
「
訓
練
等
給
付
」
に
位
置
付
け
ら
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
、
利
用
の
際
の
プ
ロ
セ
ス
が
異
な
り
ま
す
。�

サ
ー
ビ
ス
に
は
期
限
の
あ
る
も
の
と
、
期
限
の
な
い
も
の
が
あ
り
ま
す
が
、
有
期
限
で
あ
っ
て
も
、
必
要
に
応
じ
て
支
給
決
定
の
更
新
（
延

長
）
は
一
定
程
度
、
可
能
と
な
り
ま
す
。�

■
日
中
活
動
と
住
ま
い
の
場
の
組
み
合
わ
せ
�

入
所
施
設
の
サ
ー
ビ
ス
を
、昼
の
サ
ー
ビ
ス
（
日
中
活
動
事
業
）

と
夜
の
サ
ー
ビ
ス
（
居
住
支
援
事
業
）
に
分
け
る
こ
と
に
よ
り
、サ

ー
ビ
ス
の
組
み
合
わ
せ
を
選
択
で
き
ま
す
。
�

事
業
を
利
用
す
る
際
に
は
、利
用
者
一
人
一
人
の
個
別
支
援
計

画
が
作
成
さ
れ
、
利
用
目
的
に
か
な
っ
た
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
さ
れ

ま
す
。
�

例
え
ば
、現
在
､身
体
障
害
者
療
護
施
設
を
利
用
し
て
い
る
、常

時
介
護
が
必
要
な
方
は
、日
中
活
動
事
業
の
生
活
介
護
事
業
と
施

設
入
所
支
援
を
組
み
合
わ
せ
て
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
地

域
生
活
に
移
行
し
た
場
合
で
も
、日
中
は
生
活
介
護
事
業
を
利
用

し
続
け
る
こ
と
が
可
能
で
す
。
�

日
中
活
動
の
場
�

以
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か
ら
1
な
い
し
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数
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�
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介
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介
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・
児
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・
児
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・
児
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�
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�
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宅
介
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ヘ
ル
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重
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訪
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介
護
�
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援
護
�

重
度
障
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援
�
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サ
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ス
�
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期
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シ
ョ
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ト
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イ
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療
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介
護
�
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活
介
護
�

障
害
者
支
援
施
設
で
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夜
間
ケ
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等
(施
設
入
所
支
援
)�

共
同
生
活
介
護
(ケ
ア
ホ
ー
ム
)�

自
立
訓
練
（
機
能
訓
練
・
生
活
訓
練
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
�

就
労
移
行
支
援
�

就
労
継
続
支
援
（
Ａ
型
＝
雇
用
型
、Ｂ
型
）
�

共
同
生
活
援
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（
グ
ル
ー
プ
ホ
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）�

移
動
支
援
�

地
域
活
動
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援
セ
ン
タ
ー
�

福
祉
ホ
ー
ム
�

施 設 サ ー ビ ス �居 宅 サ ー ビ ス �
介 護 給 付 � 訓 練 等 給 付 � 地 域 生 活 �

支 援 事 業 �

自
宅
で
、
入
浴
、
排
せ
つ
、
食
事
の
介
護
等
を
行
い
ま
す
�

重
度
の
肢
体
不
自
由
者
で
常
に
介
護
を
必
要
と
す
る
人
に
、
自
宅
で
、

入
浴
、
排
せ
つ
、
食
事
の
介
護
、
外
出
時
に
お
け
る
移
動
支
援
な
ど
を

総
合
的
に
行
い
ま
す
�

自
己
判
断
能
力
が
制
限
さ
れ
て
い
る
人
が
行
動
す
る
と
き
に
、
危
険
を

回
避
す
る
た
め
に
必
要
な
支
援
、
外
出
支
援
を
行
い
ま
す
�

介
護
の
必
要
性
が
と
て
も
高
い
人
に
、
居
宅
介
護
等
複
数
の
サ
ー
ビ
ス

を
包
括
的
に
行
い
ま
す
�

障
害
児
に
、
日
常
生
活
に
お
け
る
基
本
的
な
動
作
の
指
導
、
集
団
生
活

へ
の
適
応
訓
練
等
を
行
い
ま
す
�

自
宅
で
介
護
す
る
人
が
病
気
の
場
合
な
ど
に
、
短
期
間
、
夜
間
も
含
め

施
設
で
、
入
浴
、
排
せ
つ
、
食
事
の
介
護
等
を
行
い
ま
す
�

医
療
と
常
時
介
護
を
必
要
と
す
る
人
に
、
医
療
機
関
で
機
能
訓
練
、
療

養
上
の
管
理
、
看
護
、
介
護
及
び
日
常
生
活
の
世
話
を
行
い
ま
す
�

常
に
介
護
を
必
要
と
す
る
人
に
、
昼
間
、
入
浴
、
排
せ
つ
、
食
事
の
介

護
等
を
行
う
と
と
も
に
、
創
作
的
活
動
又
は
生
産
活
動
の
機
会
を
提
供

し
ま
す
�

施
設
に
入
所
す
る
人
に
、
夜
間
や
休
日
、
入
浴
、
排
せ
つ
、
食
事
の
介

護
等
を
行
い
ま
す
�

夜
間
や
休
日
、
共
同
生
活
を
行
う
住
居
で
、
入
浴
、
排
せ
つ
、
食
事
の

介
護
等
を
行
い
ま
す
�

自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
が
で
き
る
よ
う
、
一
定
期
間
、
身

体
機
能
又
は
生
活
能
力
の
向
上
の
た
め
に
必
要
な
訓
練
を
行
い
ま
す
�

一
般
企
業
等
へ
の
就
労
を
希
望
す
る
人
に
、
一
定
期
間
、
就
労
に
必
要

な
知
識
及
び
能
力
の
向
上
の
た
め
に
必
要
な
訓
練
を
行
い
ま
す
�

一
般
企
業
等
で
の
就
労
が
困
難
な
人
に
、
働
く
場
を
提
供
す
る
と
と
も

に
、
知
識
及
び
能
力
の
向
上
の
た
め
に
必
要
な
訓
練
を
行
い
ま
す
�

夜
間
や
休
日
、
共
同
生
活
を
行
う
住
居
で
、
相
談
や
日
常
生
活
上
の
援

助
を
行
い
ま
す
�

円
滑
に
外
出
で
き
る
よ
う
、
移
動
を
支
援
し
ま
す
�

創
作
的
活
動
又
は
生
産
活
動
の
機
会
の
提
供
、
社
会
と
の
交
流
等
を
行

う
施
設
で
す
�

住
居
を
必
要
と
し
て
い
る
人
に
、
低
額
な
料
金
で
、
居
室
等
を
提
供
す

る
と
と
も
に
、
日
常
生
活
に
必
要
な
支
援
を
行
い
ま
す
�

�

■
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
自
立
支
援
給
付
等
の
体
系
�

住
ま
い
の
場
�

障
害
者
支
援
施
設
の
施
設
入
所
支
援
�

� 居
住
支
援
�

（
ケ
ア
ホ
ー
ム
、グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
、福
祉
ホ
ー
ム
の
機
能
）
�

又
は
�

プ
ラ
ス
�

(注
)�

� �

表
中
の
「
身
」
は
「
身
体
障
害
者
」、
「
知
」
は
「
知
的
障
害
者
」、
「
精
」
は
「
精
神
障
害
者
」、
「
児
」
は
「
障
害
児
」
の
こ
と
で
す
。�

※
療
養
介
護
に
つ
い
て
は
、
医
療
機
関
へ
の
入
院
と
あ
わ
せ
て
実
施
�

旧
サ
ー
ビ
ス
�
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7
6

地
域
生
活
支
援
事
業
�

　
障
害
の
あ
る
人
が
、
そ
の
有
す
る
能
力
や
適
性
に
応
じ
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
を
営
む
こ
と

が
で
き
る
よ
う
、
住
民
に
最
も
身
近
な
市
町
村
を
中
心
と
し
て
以
下
の
事
業
を
実
施
し
ま
す
。�

　
市
町
村
及
び
都
道
府
県
は
、
地
域
で
生
活
す
る
障
害
の
あ
る
人
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
地
域
の
実
情
に
応

じ
た
柔
軟
な
事
業
形
態
で
の
実
施
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
自
治
体
の
創
意
工
夫
に
よ
り
事
業
の
詳
細
を
決
定

し
、
効
率
的
・
効
果
的
な
取
り
組
み
を
行
い
ま
す
。�

　
な
お
、
対
象
者
、
利
用
料
な
ど
事
業
内
容
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
最
寄
り
の
市
町
村
又
は
都
道
府
県
窓
口

に
お
尋
ね
く
だ
さ
い
。�

相
談
支
援
事
業
�

事
業
名
�

内
　
　
容
�

市
町
村
事
業
�

障
害
の
あ
る
人
、
そ
の
保
護
者
、
介
護
者
な
ど
か
ら
の
相
談
に
応
じ
、

必
要
な
情
報
提
供
等
や
権
利
擁
護
の
た
め
に
必
要
な
援
助
を
行
い
ま
す
。�

ま
た
、
自
立
支
援
協
議
会
を
設
置
し
、
地
域
の
相
談
支
援
体
制
や
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
を
行
い
ま
す
。�

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
�

支
援
事
業
�

聴
覚
、
言
語
機
能
、
音
声
機
能
、
視
覚
等
の
障
害
の
た
め
、
意
思
疎

通
を
図
る
こ
と
に
支
障
が
あ
る
人
と
そ
の
他
の
人
の
意
思
疎
通
を
仲

介
す
る
た
め
に
、
手
話
通
訳
や
要
約
筆
記
、
点
訳
等
を
行
う
者
の
派

遣
な
ど
を
行
い
ま
す
。�

事
業
名
�

内
　
　
容
�

都
道
府
県
事
業
�

そ
の
他
の
事
業
�

（
研
修
事
業
を
含
む
）�

都
道
府
県
の
判
断
に
よ
り
、
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
を

営
む
た
め
に
必
要
な
事
業
を
行
い
ま
す
。�

例
：
福
祉
ホ
ー
ム
事
業
、
情
報
支
援
等
事
業
、
障
害
者
IT
総
合
推
進

事
業
、
社
会
参
加
促
進
事
業
　
等
�

ま
た
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
、
指
導
者
な
ど
へ
の
研
修
事
業
等
を
行
い

ま
す
。�

専
門
性
の
高
い
�

相
談
支
援
事
業
�

発
達
障
害
、
高
次
脳
機
能
障
害
な
ど
専
門
性
の
高
い
障
害
に
つ
い
て
、

相
談
に
応
じ
、
必
要
な
情
報
提
供
等
を
行
い
ま
す
。�

広
域
的
な
支
援
事
業
�

都
道
府
県
相
談
支
援
体
制
整
備
事
業
な
ど
市
町
村
域
を
超
え
て
広
域

的
な
支
援
が
必
要
な
事
業
を
行
い
ま
す
。�

日
常
生
活
用
具
給
付
等
�

事
業
�

重
度
障
害
の
あ
る
人
等
に
対
し
、
自
立
生
活
支
援
用
具
等
日
常
生
活

用
具
の
給
付
又
は
貸
与
を
行
い
ま
す
。�

移
動
支
援
事
業
�

屋
外
で
の
移
動
が
困
難
な
障
害
の
あ
る
人
に
つ
い
て
、
外
出
の
た
め

の
支
援
を
行
い
ま
す
。�

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
�

障
害
の
あ
る
人
が
通
い
、
創
作
的
活
動
又
は
生
産
活
動
の
提
供
、
社

会
と
の
交
流
の
促
進
等
の
便
宜
を
図
り
ま
す
。�

そ
の
他
の
事
業
�

市
町
村
の
判
断
に
よ
り
、
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
を
営

む
た
め
に
必
要
な
事
業
を
行
い
ま
す
。�

例
：
福
祉
ホ
ー
ム
事
業
、
訪
問
入
浴
サ
ー
ビ
ス
事
業
、
日
中
一
時
支

援
事
業
、
社
会
参
加
促
進
事
業
　
等
�
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利
用
の
手
続
き
�

■
支
給
決
定
ま
で
の
流
れ
�

利 用 申 請 �

相
談
�

･�
申
し
込
み
�

相
談
支
援
�

事
業
者
�

（
市
町
村
）
�

障
害
者
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
必
要
性
を
総
合
的
に
判
定
す
る
た
め
、
支
給
決
定
の
各
段
階
に
お
い
て
、�

�

※
障
害
程
度
区
分
と
は
�

　
障
害
程
度
区
分
と
は
、
障
害
者
に
対
す
る
介
護
給
付
の
必
要
度
を
表
す
6
段
階
の
区
分
（
区
分
1
～
6
：
区
分
6
の
方
が

必
要
度
が
高
い
）
で
す
。
介
護
給
付
の
必
要
度
に
応
じ
て
適
切
な
サ
ー
ビ
ス
利
用
が
で
き
る
よ
う
、
導
入
さ
れ
ま
し
た
。�

　
障
害
者
の
特
性
を
踏
ま
え
た
判
定
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
介
護
保
険
の
要
介
護
認
定
調
査
項
目
（
7
9
項
目
）
に
、
調
理
や

買
い
物
が
で
き
る
か
ど
う
か
な
ど
の
IA
D
L
に
関
す
る
項
目
（
7
項
目
）、
多
動
や
こ
だ
わ
り
な
ど
行
動
障
害
に
関
す
る
項
目

（
9
項
目
）、
話
が
ま
と
ま
ら
な
い
な
ど
精
神
面
に
関
す
る
項
目
（
1
1
項
目
）
の
計
2
7
項
目
を
加
え
た
1
0
6
項
目
の
調
査

を
行
い
、
市
町
村
審
査
会
で
の
総
合
的
な
判
定
を
踏
ま
え
て
市
町
村
が
認
定
し
ま
す
。�

そ
の
上
で
、
支
給
決
定
を
行
い
ま
す
。�

確
認
が
で
き
た
ら
、
評
価
項
目
に
そ
っ
た

お
一
人
お
一
人
の
個
別
支
援
計
画
を
作
成

し
、
そ
の
結
果
を
ふ
ま
え
本
支
給
決
定
が

行
わ
れ
ま
す
�

障
害
程
度
�

区
分
の
�

一
次
判
定
�

（
市
町
村
）
�

心
身
の
状
況
に
�

関
す
る
�

1
0
6
項
目
の
�

ア
セ
ス
メ
ン
ト
�

（
市
町
村
）
�

サ
ー
ビ
ス
の
�

利
用
意
向
の
�

聴
取
�

（
市
町
村
）
�

勘
案
事
項
�

調
査
�

（
市
町
村
）
�

地
域
生
活
�

就
　
　
労
�

日
中
活
動
�

介
護
者
�

居
　
　
住
�

な
ど
�

二
次
判
定
�

（
審
査
会
）
�

医
師
意
見
書
�

暫
定
支
給
�

決
定
�

（
市
町
村
）
�

審
査
会
の
�

意
見
聴
取
�

障
害
程
度
�

区
分
※
の
認
定
�

（
市
町
村
）
�

支
給
決
定
�

（
市
町
村
）
�

訓
練
・
就
労
�

評
価
項
目
�

個
別
支
援
�

計
画
�

①
審
査
会
は
、
障
害
保

健
福
祉
を
よ
く
知
る

委
員
で
構
成
さ
れ

ま
す
�

②
介
護
給
付
で
は
区

分
1
～
6
の
認
定

が
行
わ
れ
ま
す
�

①
ご
本
人
の
利
用
意
思
の
確
認
�

②
サ
ー
ビ
ス
が
適
切
か
ど
う
か
を
確
認
�

一
定
期
間
、
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
、�

障
害
者
の
心
身
の
状
況
（
障
害
程
度
区
分
）�

社
会
活
動
や
介
護
者
、
居
住
等
の
状
況
�

サ
ー
ビ
ス
の
利
用
意
向
�

訓
練
・
就
労
に
関
す
る
評
価
を
把
握
�

訓
練
等
給
付
を
希
望
す
る
場
合
�

介
護
給
付
を
希
望
す
る
場
合
�

9
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11
10

　
利
用
者
負
担
は
現
在
、
サ
ー
ビ
ス
量
と
所
得
に
着
目
し
た
負
担
の
仕
組
み
（
１
割
の
定
率
負
担
と
所
得

に
応
じ
た
負
担
上
限
月
額
の
設
定
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。�

　
定
率
負
担
、
実
費
負
担
の
そ
れ
ぞ
れ
に
、
低
所
得
の
方
に
配
慮
し
た
軽
減
策
が
講
じ
ら
れ
て
い
ま
す
。�

入
所
施
設
利
用
者
�

（
2
0
歳
以
上
）�

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
�

ケ
ア
ホ
ー
ム
利
用
者
�
通
所
施
設
（
事
業
）�

利
用
者
�

ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
�

利
用
者
�

入
所
施
設
利
用
者
�

（
2
0
歳
未
満
）�

医
療
型
施
設
利
用
者
�

（
入
所
）�

定 率 負 担 � 食 費 ・ 光 熱 水 費 �

�従
来
よ
り
食
費
や
居

住
費
に
つ
い
て
は
実

費
で
負
担
�

→
新
た
な
負
担
は
発

生
し
ま
せ
ん
が
、
通

所
施
設
（
事
業
）
を

利
用
し
た
場
合
に
は
、

　
の
軽
減
措
置
が

受
け
ら
れ
ま
す
。�

　
高
額
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
（
世
帯
で
の
所
得
段
階
別
負
担
上
限
）�

3

事
業
主
の
�

負
担
に
よ
る
�

就
労
継
続
支
援
Ａ
型
�

事
業
（
雇
用
型
）
の
�

減
免
措
置
�

　
生
活
保
護
へ
の
移
行
防
止
（
負
担
上
限
額
を
下
げ
る
）�

7

　
補
足
給
付
�

（
食
費
･
光
熱
水
費
�

負
担
を
減
免
）�

4
　
　
食
費
の
�

人
件
費
支
給
に
�

よ
る
軽
減
措
置
�

　
　
医
療
型
�

  
 個
別
減
免
�

�

6

2

　
補
足
給
付
�

（
食
費
･
光
熱
水
費
�

負
担
を
軽
減
）�

5

6

�

（
医
療
、
食
事
療
養
費
と
�

合
わ
せ
上
限
額
を
�

設
定
）�

利
用
者
負
担
の
仕
組
み
と
改
善
策
�

障
害
者
の
利
用
者
負
担
�

月
ご
と
の
利
用
者
負
担
に
は
上
限
が
あ
り
ま
す
�

1

医
療
型
入
所
施
設
や
療
養
介
護
を
利
用
す
る
場
合
、医
療
費
と
食
費
の
減
免
が
あ
り
ま
す
�

2

生
活
保
護
受
給
世
帯
�

市
町
村
民
税
非
課
税
世
帯
（
注
1
）�

上
記
以
外
�

負
担
上
限
月
額
�

�

世
帯
の
収
入
状
況
�

�

●
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
定
率
負
担
は
、
所
得
に
応
じ
て
次
の
4
区
分
の
負
担
上
限
月
額
が
設
定
さ
れ
、
ひ
と
月
に
利
用
し
た
サ
ー
ビ
ス
量
に
か
か
わ
ら

ず
、
そ
れ
以
上
の
負
担
は
生
じ
ま
せ
ん
。�

� � � � � � � � � ●
所
得
を
判
断
す
る
際
の
世
帯
の
範
囲
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。�

※
障
害
児
の
利
用
者
負
担
は
1
4
ペ
ー
ジ
に
記
載
し
て
あ
り
ま
す
。�

1
8
歳
以
上
の
障
害
者
�

（
施
設
に
入
所
す
る
1
8
、1
9
歳
を
除
く
）�

種
　
別
�

世
帯
の
範
囲
�

障
害
児
�

（
施
設
に
入
所
す
る
1
8
、1
9
歳
を
含
む
）�

障
害
の
あ
る
方
と
そ
の
配
偶
者
�

保
護
者
の
属
す
る
住
民
基
本
台
帳
で
の
世
帯
�

区
　
  
分
�

生
活
保
護
�

低
所
得
�

一
般
1

一
般
2

0
円
�

0
円
�

9
,3
0
0
円
�

3
7
,2
0
0
円
�

市
町
村
民
税
課
税
世
帯（
所
得
割
1
6
万
円
（
注
2
）未
満
）�

※
入
所
施
設
利
用
者（
2
0
歳
以
上
）、
 
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・

ケ
ア
ホ
ー
ム
利
用
者
を
除
き
ま
す （
注
3
）。
�

（
注
1
） 
3
人
世
帯
で
障
害
基
礎
年
金
1
級
受
給
の
場
合
、
収
入
が
概
ね
3
0
0
万
円
以
下
の
世
帯
が

対
象
と
な
り
ま
す
。�

（
注
2
）
収
入
が
概
ね
6
0
0
万
円
以
下
の
世
帯
が
対
象
と
な
り
ま
す
。�

（
注
3
）
入
所
施
設
利
用
者
（
2
0
歳
以
上
）、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
利
用
者
は
、
市

町
村
民
税
課
税
世
帯
の
場
合
、「
一
般
2
」
と
な
り
ま
す
。�

●
医
療
型
施
設
に
入
所
す
る
方
や
療
養
介
護
を
利
用
す
る
方
は
、
従
前
の
福
祉
部
分
定
率
負
担
相
当
額
と
医
療
費
、
食
事

療
養
費
を
合
算
し
て
、
上
限
額
を
設
定
し
ま
す
。�

（
2
0
歳
以
上
の
入
所
者
の
場
合
）�

●
低
所
得
の
方
は
、
少
な
く
と
も
2
5
,0
0
0
円
が
手
元
に
残
る
よ
う
に
、
利
用
者
負
担
額
が
減
免
さ
れ
ま
す
。�

医
療
型
個
別
減
免
�

2
0
歳
以
上
施
設
入
所
者
等
の
医
療
型
個
別
減
免
�

認
定
収
入
額
（
8
2
,5
0
8
円
）�

そ
の
他
生
活
費
（
※
1
）
�

（
2
8
,0
0
0
円
）
�

福
祉
部
分
定
率
負
担
相
当
額
（
※
2
）
�

（
2
2
,9
0
0
円
）�

食
事
療
養
負
担
額
�

（
1
4
,8
8
0
円
）�

医
療
費
部
分
利
用
者
負
担
額
�

（
2
4
,6
0
0
円
）�

【
例
】
重
症
心
身
障
害
児
施
設
利
用
者
（
平
均
事
業
費
：
福
祉
2
2
.9
万
円
、
医
療
4
1
.4
万
円
）
、
障
害
基
礎
年
金
1
級
受
給
者
（
年
金
月
額
8
2
,5
0
8
円
）
の
場
合
�

※
1
　
そ
の
他
生
活
費
　
�

①
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
方
…
2
5
,0
0
0
円
�

②
障
害
基
礎
年
金
1
級
受
給
者
、6
0
～
6
4
歳
の
方
、
6
5
歳
以
上
で
重
症
心
身
障
害
児
施
設
入
所
者
、
療
養
介
護
を
利
用
す
る
方
…
2
8
,0
0
0
円

③
6
5
歳
以
上
の
方
…
3
0
,0
0
0
円
�

※
2
　
計
算
上
は
、事
業
費（
福
祉
）の
1
割
と
す
る
。�

手
元
に
残
る
額
�

負
担
額
�

減
免
額
�

　
利
用
者
負
担
の
負
担
上
限
月
額
設
定
（
所
得
段
階
別
）�

1

■
利
用
者
負
担
に
関
す
る
配
慮
措
置
�
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あ
な
た
の
利
用
者
負
担
は
こ
う
な
り
ま
す
�

※
収
入
が
障
害
基
礎
年
金
の
み
で
あ
る
場
合
�

※
収
入
が
障
害
基
礎
年
金
の
み
で
あ
る
場
合
�

■
例
　
示
�

●
通
所
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
費
　
1
3
0
,0
0
0
円
　
●
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
の
サ
ー
ビ
ス
費
　
1
5
0
,0
0
0
円
�

通
所
事
業
と
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
を
利
用
し
て
い
る
場
合
　
※
障
害
者
の
場
合
�

生
活
保
護
�

障
害
基
礎
年
金
2級
受
給
者
※
�

（
年
金
月
額
66
,0
08
円
）（
低
所
得
）�

障
害
基
礎
年
金
1級
受
給
者
※
�

（
年
金
月
額
82
,5
08
円
）（
低
所
得
）�

一
　
般
　
1

一
　
般
　
2

●
生
活
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
＋
施
設
入
所
支
援
サ
ー
ビ
ス
費
　
3
5
0
,0
0
0
円
　
●
利
用
さ
れ
る
方
の
年
齢
　
3
0
歳
�

�障
害
者
支
援
施
設
（
生
活
介
護
＋
施
設
入
所
支
援
）を
利
用
し
て
い
る
場
合
（
2
0
歳
以
上
）
�

0
円
� � �

5
8
,0
0
0
円
�

0
円
� �

　
　
0
円
� �

生
活
保
護
�

障
害
基
礎
年
金
2
級
受
給
者
※
�

（
年
金
月
額
6
6
,0
0
8
円
）（
低
所
得
）�

0
円
�

5
8
,0
0
0
円
�

4
1
,0
0
8
円
� �

4
1
,0
0
8
円
� �

障
害
基
礎
年
金
１
級
受
給
者
※
�

（
年
金
月
額
8
2
,5
0
8
円
）（
低
所
得
）�

0
円
�

5
8
,0
0
0
円
�

4
6
,5
8
7
円
�

4
6
,5
8
7
円
�

3
5
,0
0
0
円
� �

9
3
,0
0
0
円
� �

5
8
,0
0
0
円
� �

一
　
般
�

（
市
町
村
民
税
課
税
世
帯
）�

サ
ー
ビ
ス
利
用
料
�

食
費
等
実
費
負
担
�

補
足
給
付
後
�

合
計
負
担
額
�

●
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
サ
ー
ビ
ス
費
　
6
0
,0
0
0
円
　
●
通
所
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
費
　
1
5
0
,0
0
0
円
�

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
と
通
所
事
業
を
利
用
し
て
い
る
場
合
�

0
円
� � �

生
活
保
護
�

障
害
基
礎
年
金
2
級
受
給
者
※
�

（
年
金
月
額
6
6
,0
0
8
円
）（
低
所
得
）　
�

0
円
�

障
害
基
礎
年
金
1
級
受
給
者
※
�

（
年
金
月
額
8
2
,5
0
8
円
）（
低
所
得
）　
�

0
円
�

2
1
,0
0
0
円
� �

一
　
般
�

（
市
町
村
民
税
課
税
世
帯
）�

サ
ー
ビ
ス
利
用
料
�

　
　
�

●
障
害
者
の
場
合
は
、
障
害
者
と
配
偶
者
の
世
帯
で
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
負
担
額
（
介
護
保
険
も
併
せ
て
利
用
し
て
い
る
場
合

は
、
介
護
保
険
の
負
担
額
も
含
む
。）
の
合
算
額
が
基
準
額
を
超
え
る
場
合
は
、
高
額
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
が
支
給
さ
れ
ま
す

（
償
還
払
い
の
方
法
に
よ
り
ま
す
）。
�

●
障
害
児
が
障
害
者
自
立
支
援
法
と
児
童
福
祉
法
の
サ
ー
ビ
ス
を
併
せ
て
利
用
し
て
い
る
場
合
は
、
利
用
者
負
担
額
の
合
算
が
、
そ

れ
ぞ
れ
の
い
ず
れ
か
高
い
額
を
超
え
た
部
分
に
つ
い
て
、
高
額
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
等
が
支
給
さ
れ
ま
す
（
償
還
払
い
の
方
法

に
よ
り
ま
す
）。

※
世
帯
に
障
害
児
が
複
数
い
る
場
合
で
も
、
合
算
し
た
負
担
額
が
一
人
分
の
負
担
額
と
同
様
に
な
る
よ
う
に
軽
減
し
ま
す
。�

�

世
帯
で
の
合
算
額
が
基
準
額
を
上
回
る
場
合
は
、高
額
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
が
支
給
さ
れ
ま
す
�

3

食
費
等
実
費
負
担
に
つ
い
て
も
、
減
免
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
�

4
5

6

●
こ
う
し
た
負
担
軽
減
策
を
講
じ
て
も
、
定
率
負
担
や
食
費
等
実
費
を
負
担
す
る
こ
と
に
よ
り
、
生
活
保
護
の
対
象
と
な
る
場
合
に

は
、
生
活
保
護
の
対
象
と
な
ら
な
い
額
ま
で
定
率
負
担
の
負
担
上
限
月
額
や
食
費
等
実
費
負
担
額
を
引
き
下
げ
ま
す
。�

生
活
保
護
へ
の
移
行
防
止
策
が
講
じ
ら
れ
ま
す
�

7

（
2
0
歳
以
上
の
入
所
者
の
場
合
）�

●
入
所
施
設
の
食
費
・
光
熱
水
費
の
実
費
負
担
に
つ
い
て
は
、
5
8
,0
0
0
円
を
限
度
と
し
て
施
設
ご
と
に
額
が
設
定
さ
れ
る
こ
と

と
な
り
ま
す
が
、
低
所
得
者
に
対
す
る
給
付
に
つ
い
て
は
、
費
用
の
基
準
額
を
5
8
,0
0
0
円
と
し
て
設
定
し
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス

費
の
定
率
負
担
相
当
額
と
食
費
・
光
熱
水
費
の
実
費
負
担
を
し
て
も
、
少
な
く
と
も
手
元
に
2
5
,0
0
0
円
が
残
る
よ
う
に
補
足

給
付
が
行
わ
れ
ま
す
。�

　
　
な
お
、
就
労
等
に
よ
り
得
た
収
入
に
つ
い
て
は
、
2
4
,0
0
0
円
ま
で
は
収
入
と
し
て
認
定
し
ま
せ
ん
。
ま
た
、
2
4
,0
0
0
円

を
超
え
る
額
に
つ
い
て
は
、
超
え
る
額
の
3
0
％
は
収
入
と
し
て
認
定
し
ま
せ
ん
。�

� （
通
所
施
設
の
場
合
）�

●
通
所
施
設
等
で
は
、
低
所
得
、
一
般
1
（
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
利
用
者
（
所
得
割
1
6
万
円
未
満
）
を
含
む
。）
の

場
合
、
食
材
料
費
の
み
の
負
担
と
な
る
た
め
、
実
際
に
か
か
る
額
の
お
お
よ
そ
3
分
の
1
の
負
担
と
な
り
ま
す
（
月
2
2
日
利

用
の
場
合
、
約
5
,1
0
0
円
程
度
）。
な
お
、
食
材
料
費
は
、
施
設
ご
と
に
額
が
設
定
さ
れ
ま
す
。�

�

定
率
負
担
相
当
額
�

障
害
基
礎
年
金
収
入
（
8
2
,5
0
8
円
）
＋
補
足
給
付
（
1
1
,4
1
3
円
）�

そ
の
他
生
活
費
（
※
1
）�

2
8
,0
0
0
円
�

手
元
に
残
る
額
�

実
費
負
担
�

食
費
、
光
熱
水
費
�

4
6
,5
8
7
円
�

7
,9
2
0
円
（
※
2
）�

2
0
歳
以
上
入
所
者
の
補
足
給
付
�

【
例
】
入
所
施
設
利
用
者（
障
害
基
礎
年
金
１
級
受
給
者（
年
金
月
額
8
2
,5
0
8
円
、事
業
費
3
5
0
,0
0
0
円
の
場
合
）
）�

※
1
�

※
2
障
害
基
礎
年
金
１
級
の
者
は
そ
の
他
生
活
費
（
2
5
,0
0
0
円
）
に
3
,0
0
0
円
加
算
し
て
計
算
�

（
8
2
,5
0
8
円
－
6
6
,6
6
7
円
）
×
5
0
％
�

補
足
給
付
�

1
1
,4
1
3
円
�

※
収
入
が
障
害
基
礎
年
金
の
み
で
あ
る
場
合
�

0
円
� � �

1
4
,3
0
0
円
�

5
,0
6
0
円
� �

5
,0
6
0
円
� �

0
円
�

1
4
,3
0
0
円
�

5
,0
6
0
円
� �

5
,0
6
0
円
�

0
円
�

1
4
,3
0
0
円
�

5
,0
6
0
円
� �

5
,0
6
0
円
�

9
,3
0
0
円
�

1
4
,3
0
0
円
�

5
,0
6
0
円
� �

1
4
,3
6
0
円
�

2
8
,0
0
0
円
� �

4
2
,3
0
0
円
� �

1
4
,3
0
0
円
� �

サ
ー
ビ
ス
利
用
料
�

食
費
等
実
費
負
担
�

軽
減

後
�

合
計
負
担
額
�

�
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障
害
児
施
設
（
知
的
障
害
児
施
設
、
知
的
障
害
児
通
園
施
設
、
盲
ろ
う
あ
児
施
設
、
肢
体
不
自
由
児
施
設
、�

重
症
心
身
障
害
児
施
設
）
は
、
措
置
か
ら
契
約
方
式
に
変
わ
り
ま
し
た
。�

障
害
児
（
※
） の
利
用
者
負
担
�

　
障
害
児
の
保
護
者
は
、
都
道
府
県
に
支
給
申
請
を
行
い
､
支
給
決
定
を
受
け
た
後
、
利
用
す
る
施
設
と

契
約
を
結
び
ま
す
。�

　
な
お
、
こ
れ
ま
で
同
様
、
現
在
入
所
し
て
い
る
方
の
う
ち
障
害
の
程
度
が
重
度
で
あ
る
場
合
は
、
満

1
8
歳
に
達
し
た
後
の
延
長
利
用
を
可
能
と
す
る
と
と
も
に
、
重
症
心
身
障
害
児
施
設
に
お
い
て
は
、
満

1
8
歳
を
超
え
て
い
て
も
、
新
た
な
施
設
利
用
を
可
能
と
し
て
い
ま
す
。�

�

●
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
定
率
負
担
は
、
所
得
に
応
じ
て
次
の
4
区

分
の
負
担
上
限
月
額
が
設
定
さ
れ
、
ひ
と
月
に
利
用
し
た
サ
ー
ビ
ス

量
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
れ
以
上
の
負
担
は
生
じ
ま
せ
ん
。�

●
所
得
を
判
断
す
る
際
の
世
帯
の
範
囲
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。�

※
障
害
者
の
利
用
者
負
担
は
1
1
ペ
ー
ジ
に
記
載
し
て
あ
り
ま
す
。�

（
注
）
収
入
が
概
ね
8
9
0
万
円
以
下
の
世
帯
が
対
象
と
な
り
ま
す
。�

1
8
歳
以
上
の
障
害
者
�

（
施
設
に
入
所
す
る
1
8
、1
9
歳
を
除
く
）�

種
　
別
�

世
帯
の
範
囲
�

障
害
児
�

（
施
設
に
入
所
す
る
1
8
、1
9
歳
を
含
む
）�

障
害
の
あ
る
方
と
そ
の
配
偶
者
�

保
護
者
の
属
す
る
住
民
基
本
台
帳
で
の
�

世
帯
�

月
ご
と
の
利
用
者
負
担
に
は
上
限
が
あ
り
ま
す
�

1
●
障
害
児
の
通
所
施
設
に
つ
い
て
は
、
低
所
得
世
帯
と
一
般
1
は
食

費
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。
具
体
的
に
は
次
の
と
お
り
と
な
り
ま

す
。�

所
得
階
層
�

�
低
所
得
�

一
般
1
�

一
般
2

食
　
費
�

  
1
,5
4
0
円
�

  
5
,0
6
0
円
�

1
4
,3
0
0
円
�

※
月
2
2
日
利
用
の
場
合
。
な
お
、
実
際
の
食
材
料
費
は
施
設
に
よ
り
設
定
さ
れ
ま
す
。�※
軽
減
な
し
�

通
所
施
設
を
利
用
す
る
場
合
、
食
費
の
減
免
が
あ
り
ま
す
�

6

福
祉
型
の
障
害
児
施
設
�

（
通
所
）
の
利
用
者
負
担
�

医
療
型
の
障
害
児
施
設
�

（
通
所
）
の
利
用
者
負
担
�

�

事
業
費
1
4
.4
万
円
�

低
所
得
�

一
般
1
�

一
般
2

定
率
負
担
�

0
円
�

4
,6
0
0
円
�

1
4
,4
0
0
円
�

食
費
等
�

1
,5
4
0
円
�

5
,0
6
0
円
�

1
4
,3
0
0
円
�

事
業
費
(
福
祉
)4
.9
万
円
�

事
業
費
(
医
療
)4
.5
万
円
�

低
所
得
�

一
般
1
�

一
般
2

福
祉
部
分
�

0
円
�

4
,6
0
0
円
�

4
,9
0
0
円
�

1
,5
4
0
円
�

5
,0
6
0
円
�

1
4
,3
0
0
円
�

4
,5
0
0
円
�

4
,5
0
0
円
�

4
,5
0
0
円
�

食
費
等
�

医
療
部
分
�

区
　
  
分
�

生
活
保
護
�

低
所
得
�

�

一
般
1
�

�

一
般
2

� 生
活
保
護
受
給
世
帯
�

市
町
村
民
税
非
課
税
世
帯
�

�

 �

0
円
�

0
円
�

4
,6
0
0
円
�

9
,3
0
0
円
�

3
7
,2
0
0
円
�

負
担
上
限
月
額
�

�

世
帯
の
収
入
状
況
�

�

※
2
0
歳
未
満
の
入
所
施
設
�

　
利
用
者
を
含
む
。
�

市
町
村
民
税
課
税
世
帯
�

（
所
得
割
2
8
万
円
（
注
） 未
満
）
�

�

通
所
施
設
、ホ
ー
ム
�

ヘ
ル
プ
利
用
の
場
合
�

入
所
施
設
利
用
の

場
合
�

上
記
以
外
�

�

（
2
0
歳
未
満
の
入
所
者
の
場
合
）�

●
地
域
で
子
供
を
養
育
す
る
費
用
（
低
所
得
世
帯
、
一
般
1
は
5
万
円
、
一
般
2
は
7
.9
万
円
）
と
同
様
の
負
担
と
な
る
よ
う
に

補
足
給
付
が
行
わ
れ
ま
す
。
※
所
得
要
件
は
あ
り
ま
せ
ん
。�

福
祉
型
入
所
施
設
を
利
用
す
る
場
合
、
食
費
の
減
免
が
あ
り
ま
す
�

5 2
0
歳
未
満
入
所
者
の
補
足
給
付
�

�

地
域
で
子
供
を
育
て
る
た
め
に
通
常
必
要
な
費
用
※
1 （
5
0
,0
0
0
円
）�

そ
の
他
生
活
費
※
2
�

（
3
4
,0
0
0
円
）�

福
祉
部
分
定
率
負
担
相
当
額
※
3
�

（
1
8
,6
0
0
円
）�

食
費
等
�

（
5
8
,0
0
0
円
）�

【
例
】
知
的
障
害
児
施
設
利
用
者
（
平
均
事
業
費
：
1
8
.6
万
円
）
、一
般
1
の
場
合
�

※
1
�

※
2
�

※
3

低
所
得
世
帯
、
一
般
1
は
、5
万
円
　
一
般
2
は
、7
.9
万
円
�

1
8
歳
以
上
は
2
5
,0
0
0
円
、1
8
歳
未
満
は
3
4
,0
0
0
円
�

計
算
上
は
、
事
業
費
の
1
割
と
し
、1
5
,0
0
0
円
を
超
え
る
場
合
は
1
5
,0
0
0

円
と
し
て
計
算
す
る
。�

�
補
足
給
付
額
�

医
療
型
入
所
施
設
や
療
養
介
護
を
利
用
す
る
場
合
、
医
療
費
と
食
費
の
減
免
が
あ
り
ま
す
�

2
●
医
療
型
施
設
に
入
所
す
る
方
や
療
養
介
護
を
利
用
す
る
方
は
、
従
前
の
福
祉
部
分
定
率
負
担
相
当
額
と
医
療
費
、
食
事

療
養
費
を
合
算
し
て
、
上
限
額
を
設
定
し
ま
す
。�

（
2
0
歳
未
満
の
入
所
者
の
場
合
）�

●
地
域
で
子
供
を
養
育
す
る
世
帯
と
同
程
度
の
負
担
と
な
る
よ
う
、
負
担
限
度
額
を
設
定
し
、
限
度
額
を
上
回
る
額
に
つ

い
て
減
免
を
行
い
ま
す
。
※
所
得
要
件
は
あ
り
ま
せ
ん
。�

医
療
型
個
別
減
免
�

※
1
�

※
2
�

※
3

低
所
得
世
帯
、
一
般
1
は
、5
万
円
　
一
般
2
は
、7
.9
万
円
�

1
8
歳
以
上
は
2
5
,0
0
0
円
、1
8
歳
未
満
は
3
4
,0
0
0
円
�

計
算
上
は
、
事
業
費
（
福
祉
）
の
1
割
と
し
、1
5
,0
0
0
円
を
超
え
る
場
合
は

1
5
,0
0
0
円
と
し
て
計
算
す
る
。�

2
0
歳
未
満
施
設
入
所
者
等
の
医
療
型
個
別
減
免
�

【
例
】
重
症
心
身
障
害
児
施
設
利
用
者
（
平
均
事
業
費
：
福
祉
2
2
.9
万
円
、医
療
4
1
.4
万
円
）
、一
般
1
の
場
合
�

地
域
で
子
供
を
育
て
る
た
め
に
通
常
必
要
な
費
用
※
1
�

（
5
0
,0
0
0
円
）�

そ
の
他
生
活
費
※
2
�

（
3
4
,0
0
0
円
）�

医
療
費
部
分
利
用
者
負
担
額
�

（
4
0
,2
0
0
円
）�

負
担
額
�

減
免
額
� 食
事
療
養
負
担
額
�

（
2
4
,1
8
0
円
）�

福
祉
部
分
定
率
負
担
相
当
額
※
3
�

（
2
2
,9
0
0
円
）�

負
担
額
�
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17
16

障
害
に
係
る
自
立
支
援
医
療

�

●
基
本
は
1
割
の
定
率
負
担
で
す
が
、
低
所
得
世
帯
の
方
だ
け
で
な
く
、
一
定
の

負
担
能
力
が
あ
っ
て
も
、
継
続
的
に
相
当
額
の
医
療
費
負
担
が
生
じ
る
人
々
（
高

額
治
療
継
続
者
〈
い
わ
ゆ
る
「
重
度
か
つ
継
続
」〉
）
に
も
ひ
と
月
当
た
り
の
負

担
に
上
限
額
を
設
定
す
る
な
ど
の
負
担
軽
減
策
を
講
じ
て
い
ま
す
。�

●
世
帯
の
単
位
は
、
住
民
票
上
の
家
族
で
は
な
く
、
同
じ
医
療
保
険
に
加
入
し
て

い
る
家
族
を
同
一
世
帯
と
し
ま
す
。
た
だ
し
、
同
じ
医
療
保
険
に
加
入
し
て
い

る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
配
偶
者
以
外
で
あ
れ
ば
、
税
制
と
医
療
保
険
の
い
ず
れ

に
お
い
て
も
障
害
者
を
扶
養
し
な
い
こ
と
に
し
た
場
合
は
、
別
の
世
帯
と
み
な

す
こ
と
が
可
能
と
な
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。�

●
入
院
時
の
食
事
療
養
費
又
は
生
活
療
養
費
（
い
ず
れ
も
標
準
負
担
額
相
当
）
に

つ
い
て
は
、
入
院
と
通
院
の
公
平
を
図
る
視
点
か
ら
原
則
自
己
負
担
と
な
り
ま
す
。�

※
1
�

� � � � � � � � � ※
2

高
額
治
療
継
続
者
（「
重
度
か
つ
継
続
」）
の
範
囲
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
。�

①
疾
病
、
症
状
等
か
ら
対
象
と
な
る
者
�

●
更
生
医
療
・
育
成
医
療
　
腎
臓
機
能
、
小
腸
機
能
、
免
疫
機
能
、
心
臓
機
能
障
害
（
心

臓
移
植
後
の
抗
免
疫
療
法
に
限
る
）、
肝
臓
機
能
障
害
（
肝
臓
移
植
後
の
抗
免
疫
療
法

に
限
る
／
肝
臓
機
能
障
害
は
平
成
2
2
年
4
月
に
追
加
）�

●
精
神
通
院
医
療
　
統
合
失
調
症
、
躁
う
つ
病
・
う
つ
病
、
て
ん
か
ん
、
認
知
症
等
の
脳

機
能
障
害
若
し
く
は
薬
物
関
連
障
害
（
依
存
症
等
）
の
者
又
は
集
中
・
継
続
的
な
医
療

を
要
す
る
者
と
し
て
精
神
医
療
に
一
定
以
上
の
経
験
を
有
す
る
医
師
が
判
断
し
た
者
。�

②
疾
病
等
に
関
わ
ら
ず
、
高
額
な
費
用
負
担
が
継
続
す
る
こ
と
か
ら
対
象
と
な
る
者
　
　

医
療
保
険
の
多
数
該
当
の
者
。�

育
成
医
療
の
経
過
措
置
及
び
「
一
定
所
得
以
上
」
か
つ
「
重
度
か
つ
継
続
」
の
者
に
対
す

る
経
過
措
置
を
講
じ
て
い
ま
す
。�

1
. 対

象
者
�

従
来
の
精
神
通
院
医
療
、
育
成
医
療
、
更
生
医
療
の
対
象
と
な
る
方
と
同
様
の
疾
病
を
有
す
る
者
（
一
定
所
得
以
上
の
者
を
除
く
）。
�

（
対
象
疾
病
は
従
来
の
対
象
疾
病
の
範
囲
ど
お
り
）�

※
平
成
2
2
年
4
月
か
ら
肝
臓
機
能
障
害
が
加
わ
り
ま
し
た
。�

�
2
. 給

付
水
準
�

自
己
負
担
に
つ
い
て
は
原
則
と
し
て
医
療
費
の
1
割
負
担
（
■
部
分
）。
�

た
だ
し
、
世
帯
の
所
得
水
準
等
に
応
じ
て
ひ
と
月
当
た
り
の
負
担
に
上
限
額
を
設
定
。�

ま
た
、
入
院
時
の
食
事
療
養
費
又
は
生
活
療
養
費
（
い
ず
れ
も
標
準
負
担
額
相
当
）
に
つ
い
て
は
原
則
自
己
負
担
。�

低
所
得
1
�

負
担
上
限
月
額
�

2
,5
0
0
円
�

市
町
村
民
税
非
課
税
�

本
人
収
入
≦
80
万
�

低
所
得
2
�

負
担
上
限
月
額
�

5
,0
0
0
円
�

市
町
村
民
税
非
課
税
�

本
人
収
入
＞
80
万
�

生
活
保
護
�

�
負
担
0
円
�

生
活
保
護
世
帯
�

3.3
万≦
市町

村民
税＜
23
.5万

�
（
所
得
割
）
�

23
.5
万
≦
市
町
村
民
税
�

（
所
得
割
）
�

中
間
所
得
層
2
�

負
担
上
限
月
額
�

1
0
,0
0
0
円
�

一
定
所
得
以
上
�

（
重
継
）※

2
�

負
担
上
限
月
額
�

2
0
,0
0
0
円
�

負
担
上
限
月
額
�

5
,0
0
0
円
�

負
担
上
限
月
額
�

1
0
,0
0
0
円
�

育
成
医
療
の
経
過
措
置
※
2

市
町
村
民
税
＜
3.
3万
�

（
所
得
割
）
�中
間
所
得
層
�

一
定
所
得
以
下
�

一
定
所
得
以
上
�

負
担
上
限
月
額
：
医
療
保
険
の
自
己
負
担
限
度
�

中
間
所
得
�

�

高
額
治
療
継
続
者
（
「
重
度
か
つ
継
続
」
）
※
1
�

�

中
間
所
得
層
1
�

負
担
上
限
月
額
�

5
,0
0
0
円
�

一
定
所
得
以
上
�

公
費
負
担
の
�

対
象
外
�

医
療
保
険
の
�

負
担
割
合
・
�

負
担
限
度
額
�

現
　
　
　
行
�

●
支
給
認
定
の
手
続
を
共
通
化
�

●
利
用
者
負
担
の
仕
組
み
を
�

　
共
通
化
�

●
指
定
医
療
機
関
制
度
の
導
入
�

●
医
療
の
内
容
や
、支
給
認
定
の
�

　
実
施
主
体
（
※
） に
つ
い
て
は
、�

　
従
来
ど
お
り
�

�
※
精
神
、育
成
→
都
道
府
県
�

　
更
　
　
　
生
→
市
町
村
�

障
害
者
自
立
支
援
法
以
前
�

精
神
通
院
医
療
�

（
精
神
保
健
福
祉
法
）
�

更
生
医
療
�

（
身
体
障
害
者
福
祉
法
）
�

育
成
医
療
�

（
児
童
福
祉
法
）
�

自 立 支 援 医 療 制 度 �

平
成
1
8
年
�

4
月
に
新
体
系
に
�

移
行
�

�

従
来
の
障
害
に
係
る
公
費
負
担
医
療
（
精
神
通
院
医
療
、
更
生
医
療
、
育
成
医
療
）
が
�

自
立
支
援
医
療
に
変
わ
り
ま
し
た
。�

■
自
立
支
援
医
療
の
利
用
者
負
担
と
軽
減
措
置
�

�

■
自
立
支
援
医
療
の
対
象
者
、
自
己
負
担
の
概
要
�
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19
18

従
来
の
補
装
具
給
付
制
度
が
、
個
別
給
付
で
あ
る
補
装
具
費
支
給
制
度
に
変
わ
り
ま
し
た
。
　
　
　

障
害
者
等
の
身
体
機
能
を
補
完
し
、
又
は
代
替
し
、
か
つ
、
長
期
間
に

わ
た
り
継
続
し
て
使
用
さ
れ
る
も
の
等
。
義
肢
、
装
具
、
車
い
す
等
�

補
装

具
�

�

利
用
者
�

（
申
請
者
）
�

�

補
装
具
製
作
�

（
販
売
）
業
者
�

市
町
村
�

更
生
相
談
所
等
�

③
契
約
�

�

①
－
1
　
意
見
照
会
�

　
　
　
  
判
定
依
頼
�

①
－
2
　
意
見
書
の
交
付
�

　
　
　
  
判
定
書
の
交
付
�

③
－
1
　
製
作
指
導
�

③
－
2
　
適
合
判
定
�

①
補
装
具
費
支
給
申
請
�

⑥
補
装
具
費
支
払
い
の
請
求
（
9
0
／
1
0
0
）
�

②
補
装
具
費
支
給
決
定
�

　
（
種
目
・
金
額
）
�

　
※
申
請
者
が
適
切
な
業
者
の
選
定
に
�

　
　
必
要
と
な
る
情
報
の
提
供
�

⑦
補
装
具
費
の
支
給
�

�

④
製
品
の
引
き
渡
し
�

⑤
補
装
具
の
購
入
�

　
（
修
理
）
費
支
払
い
�

　
（
1
0
0
／
1
0
0
）
�

指
定
自
立
支
援
�

医
療
機
関
、保
健
所
�

補
装
具
費
の
支
給
�

●
従
来
の
現
物
支
給
か
ら
、
補
装
具
費
の
支
給
へ
と
大
き
く
変
わ
り
ま
し
た
。
利
用
者
負
担
に

つ
い
て
も
定
率
負
担
と
な
り
、
原
則
と
し
て
1
割
を
利
用
者
が
負
担
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い

ま
す
。
た
だ
し
、
所
得
に
応
じ
て
一
定
の
負
担
上
限
が
設
定
さ
れ
ま
す
。�

●
支
給
決
定
は
、
障
害
者
又
は
障
害
児
の
保
護
者
か
ら
の
申
請
に
基
づ
き
、
市
町
村
が
行
い
ま
す
。�

�

補
装
具
費
支
給
制
度
の
利
用
者
負
担
�

●
補
装
具
費
支
給
制
度
の
利
用
者
負
担
は
、
原
則
と
し
て
定
率
（
1
割
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。�

　
た
だ
し
、
世
帯
の
所
得
に
応
じ
て
次
の
区
分
の
負
担
上
限
月
額
が
設
定
さ
れ
ま
す
。�

�

�

補
装
具
の
制
度
�

別
途
、市
町
村
で
設
け
る
代
理
受
領
方
式
�

�
に
よ
る
補
装
具
費
の
請
求
・
支
払
い
�

■
補
装
具
費
の
支
給
の
仕
組
み
�

世
帯
の
収
入
状
況
�

区
　
　
分
�

3
5
,0
0
0
円
� �

負
担
上
限
月
額
�

生
活
保
護
受
給
世
帯
�

生
活
保
護
�

0
円
� �

市
町
村
民
税
課
税
世
帯
�

一
　
　
般
�

3
7
,2
0
0
円
� �

3
5
,0
0
0
円
� �

市
町
村
民
税
非
課
税
世
帯
※
�

低
所
得
�

0
円
� �

　
ま
た
、
こ
う
し
た
負
担
軽
減
措
置
を
講
じ
て
も
、
定
率
負
担
を
す
る
こ
と
に
よ
り
、
生
活

保
護
の
対
象
と
な
る
場
合
に
は
、
生
活
保
護
の
対
象
と
な
ら
な
い
額
ま
で
定
率
負
担
の
負
担

上
限
月
額
を
引
き
下
げ
ま
す
。�

　
な
お
、
世
帯
の
中
に
市
町
村
民
税
所
得
割
額
が
4
6
万
円
以
上
の
方
が
い
る
場
合
は
、
公
費

負
担
の
対
象
外
と
な
り
ま
す
。�

●
所
得
を
判
断
す
る
際
の
世
帯
の
範
囲
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。�

1
8
歳
以
上
の
障
害
者
�

種
　
別
�

世
帯
の
範
囲
�

障
害
児
�

障
害
の
あ
る
方
と
そ
の
配
偶
者
�

保
護
者
の
属
す
る
住
民
基
本
台
帳
で
の
�

世
帯
�

※
市
町
村
民
税
非
課
税
世
帯
�

　
例
）
3
人
世
帯
で
障
害
基
礎
年
金
1
級
受
給
の
場
合
、
概
ね
3
0
0
万
円
以
下
の
収
入
�
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平成21年12月15日 第1回障がい者制度改革推進本部資料より作成�

�

障害者自立支援法の廃止と�
新たな制度の創設に向けた検討について�

障害者制度改革の推進体制�

●障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備を始
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障
が

い
者

制
度

改
革

推
進
本

部
等

に
お

け
る

検
討

を
踏

ま
え

て
障

害
保

健
福

祉
施

策
を

見
直

す
ま

で
の

間
に

お
い

て
障

害
者

等
の
地

域
生

活
を

支
援

す
る

た
め

の
関

係
法

律
の

整
備

に
関

す
る

法
律

の
概

要

（
そ
の

他
）
（
１
）
「
そ
の
有
す
る
能
力
及
び
適

性
に
応

じ
」
の

削
除

、
（
２
）
成

年
後

見
制

度
利

用
支

援
事

業
の

必
須

事
業

へ
の

格
上

げ
、

（
３
）
児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
に
係

る
利

用
年

齢
の

特
例

、
（
４
）
事

業
者

の
業

務
管

理
体

制
の
整

備
、

（
５
）
精
神
科
救
急
医
療
体
制

の
整

備
等

、
（
６
）
難

病
の

者
等

に
対

す
る
支

援
・
障

害
者

等
に
対

す
る
移

動
支

援
に
つ
い
て
の

検
討

－
利
用
者
負
担
に
つ
い
て
、
応
能
負
担
を
原
則
に

－
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
と
補
装
具
の
利
用
者
負
担
を
合
算
し
負
担
を
軽

減

－
発
達
障
害
が
障
害
者
自
立
支
援
法
の
対
象
と
な
る
こ
と
を
明
確
化

－
相
談
支
援
体
制
の
強
化

－
支
給
決
定
プ
ロ
セ
ス
の
見
直
し
（
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
案
を
勘
案
）
、
サ
ー
ビ
ス

等
利
用
計
画
作

成
の
対
象
者
の

大
幅
な
拡
大

－
児
童
福
祉
法
を
基
本
と
し
て
身
近
な
地
域
で
の
支
援
を
充
実

（
障
害
種
別
等
で
分
か
れ
て
い
る
施
設
の
一
元
化
、
通
所
サ
ー
ビ
ス
の
実

施
主
体
を
都
道

府
県
か
ら
市
町

村
へ
移
行
）

－
放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
・
保
育
所
等
訪
問
支
援
の
創
設

－
在
園
期
間
の
延
長
措
置
の
見
直
し

－
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・
ケ
ア
ホ
ー
ム
利
用
の
際
の
助
成
を
創
設

－
重
度
の
視
覚
障
害
者
の
移
動
を
支
援
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
創
設
（

同
行
援
護
。
個

別
給
付
化
）

②
利

用
者

負
担

の
見

直
し

③
障

害
者

の
範

囲
の

見
直

し

④
相

談
支

援
の

充
実

⑤
障

害
児

支
援

の
強

化

⑥
地

域
に
お
け
る
自

立
し
た
生

活
の

た
め
の

支
援

の
充

実

①
趣

旨
－

障
が
い
者
制
度
改
革
推
進
本
部
等
に
お
け
る
検
討
を
踏
ま
え
て
障
害
保
健
福
祉

施
策
を
見
直
す
ま
で
の
間
に
お
け
る
障

害
者
等
の

地
域
生
活
支
援
の
た
め
の
法
改
正
で
あ
る
こ
と
を
明
記

公
布

日
施

行

平
成

2
4
年

４
月

１
日

ま
で

の
政

令
で

定
め

る
日

（
平

成
2
4
年

４
月

１
日

（
予

定
）

）
か

ら
施

行

原
則

と
し

て
平

成
2
4
年

４
月

１
日

施
行

（
予

定
）

平
成

2
4
年

４
月

１
日

施
行

公
布

日
施

行

(1
)(
3
)(
6
)：

公
布

日
施

行
(2

)(
4
)(
5
)：

平
成

2
4
年

4
月

1
日

ま
で

の
政

令
で

定
め

る
日

（
平

成
2
4
年

4
月

1
日

（
予

定
）

）
か

ら
施

行

平
成

2
4
年

４
月

１
日

ま
で

の
政

令
で

定
め

る
日

（
平

成
2
3
年

1
0
月

１
日

（
予

定
）

）
か

ら
施

行

市
町

村
に
基

幹
相

談
支
援

セ
ン
タ
ー
を
設

置
、
「
自

立
支

援
協
議

会
」
を
法

律
上

位
置
付

け
、

地
域

移
行

支
援

・
地

域
定

着
支
援

の
個
別

給
付
化

１
８
歳

以
上

の
入

所
者

に
つ
い
て
は
、
障

害
者

自
立
支

援
法
で
対
応

す
る
よ
う
見
直

し
。

そ
の

際
、
現

に
入

所
し
て
い
る
者

が
退
所

さ
せ
ら
れ
る
こ
と
の

な
い
よ
う
に
す
る
。
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障
害
者
自
立
支
援
法
一
部
改
正
法
の
施
行

に
向

け
た
当

面
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
案
（
主
な
も
の
）

平
成

2
3
年

平
成

2
4
年

1
月
～
3
月

4
月
～
6
月

7
月
～
9
月

1
0
月
～
1
2
月

1
月
～
3
月

平
成
２
３
年
１
０
月
施
行
分

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
・

ケ
ア
ホ
ー
ム
利
用
の
際
の

助
成

○
事

務
処

理
要

領
改

訂
案

等
の

提
示

○
政

省
令

・告
示

の
公

布
（施

行
）

同
行
援
護
の
創
設

○
同

行
援

護
に
係

る
基
準

、
報

酬
等

の
案

の
提

示
○

政
省

令
・告

示
の
公

布

・事
業

者
の
準

備
指

定

（施
行

）

平
成
２
４
年
４
月
施
行
分

利
用
者
負
担
の
見
直
し

○
政

省
令

の
公

布
○

利
用

者
負

担
認

定
の

手
引

き
改

訂
案

の
提

示

相
談
支
援
体
制
の
充
実

○
地

域
相

談
支

援
及

び
計

画
相

談
支

援
に
係

る
基

準
、
報

酬
等

の
基

本
的

な
考

え
方

の
提

示
○

基
幹

相
談

支
援

セ
ン
タ
ー
の

役
割

等
の
基

本
的

な
考

え
方

の
提

示

○
地

域
相

談
支

援
及

び
計

画
相

談
支

援
に
係

る
基

準
省

令
の
公

布

○
地

域
相

談
支

援
及

び
計

画
相

談
支

援
に
係

る
報

酬
告

示
の
公

布

・
事

業
者

の
準

備
指

定

障
害
児
支
援
の
強
化

○
施

設
体

系
の
一

元
化

に
係

る
基

準
、
報

酬
等

の
基

本
的
な
考

え
方

の
提

示

○
施

設
体

系
の
一

元
化

に
係

る
基

準
省

令
の
公

布
○

施
設

体
系

の
一

元
化

に
係

る
報

酬
告

示
の
公

布

・
事

業
者

の
準

備
指

定

事
業
者
の
業
務
管
理

体
制
の
整
備

○
業

務
管

理
体

制
の
整

備
に
係

る
基

準
等

の
基

本
的

な
考

え
方

の
提

示

○
政

省
令

の
公

布
○

業
務

管
理

体
制

デ
ー
タ

管
理

シ
ス
テ
ム
整

備
（
～

平
成

2
4
年

9
月

）
○

確
認

検
査

指
針

等
の

発
出

※
「
○
」
は
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
実
施
す
る
事
項
。
「
・
」
は
地
方
自
治
体
に
お
い
て
実
施
す
る
事
項
。
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○
「
障

害
者
自
立
支
援
法

」
は

廃
止

し
、
「
制

度
の

谷
間

」
が

な
く
、
サ
ー
ビ
ス
の
利

用
者
負

担
を

応
能
負
担
と
す
る
障
害

者
総

合
福

祉
法

（
仮

称
）
を
制

定
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

○
こ
の
「
障
害
者
総
合
福
祉

法
（
仮

称
）
」
の

検
討

の
た
め
に
、
平
成

2
2
年
４
月

に
障
が

い
者

制
度
改
革
推
進
会
議
の
下

に
総

合
福

祉
部

会
を
設

置
し
、
検

討
を
開

始
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
障
害

者
の
方
々
や
事
業
者
な
ど
現

場
の

方
々

を
は

じ
め
、
様

々
な
関
係
者

の
御
意

見
な
ど
を
十
分

に
聞
き
な
が
ら
、
検
討
を
進
め
て
い
く
。

○
こ
の
新
た
な
制
度
が
で
き
る
ま
で
の

間
、
平

成
2
2
年

４
月

か
ら
低
所
得
（
市

町
村
民

税
非
課

税
）
の

障
害
者
及
び
障
害
児

に
つ
き
、
障

害
福

祉
サ

ー
ビ
ス
及
び
補

装
具

に
係
る
利

用
者
負

担
を
無
料
と
し
て
い
る
。

【
障
害
者
保
健
福
祉
に
つ
い
て
】

・
平

成
2
1
年

12
月

8
日
、
閣

議
決
定
に
よ
り
内
閣
に
「
障
が
い
者
制
度
改
革
推

進
本
部

」が
設

置
。

・
平

成
2
2
年

1月
12

日
、
第

１
回

「障
が
い
者
制
度
改
革
推
進
会
議
」
が
開
催

。

※
「
障

害
者

総
合

福
祉
法
（
仮
称
）
」は

遅
く
と
も
平
成

25
年
８
月
ま
で
に
実

施
。

・
平

成
2
2
年

4月
27

日
、
第

１
回

「障
が
い
者
制
度
改
革
推
進
会
議
総
合
福
祉

部
会
」
が
開

催
。

⇒
平

成
2
2
年

6
月

7
日
、
推

進
会

議
に
お
い
て
、
「
障
害
者
制
度
改
革
の
推
進
の

た
め
の
基

本
的
方

向
（第

１
次
意

見
）」

を
取

り
ま
と
め
。
同

月
2
9
日

、
「
障
害
者
制
度
改
革
の
推
進
の
た
め
の
基
本

的
な
方

向
に
つ
い
て
」
を
閣

議
決

定
。

○
ま
た
、
平
成

2
2
年

1
2
月
に
「
障

が
い
者

制
度

改
革

推
進

本
部
等

に
お
け
る
検

討
を
踏

ま
え
て

障
害
保
健
福
祉
施
策
を
見

直
す
ま
で
の

間
に
お
い
て
障

害
者

等
の
地
域

生
活
を
支
援
す
る
た

め
の
関

係
法
律
の
整
備
に
関

す
る
法

律
」
が

成
立

し
た
と
こ
ろ
。
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障
害
者
制
度
改
革
の
推
進
体
制

障
が

い
者

制
度

改
革

推
進

本
部

（
内
閣

総
理

大
臣

を
本

部
長
と
し
す
べ
て
の

国
務

大
臣

で
構

成
）

障
が

い
者

制
度

改
革

推
進

会
議

（
障
害

者
、
障

害
者

の
福
祉
に
関
す
る
事
業

に
従

事
す
る
者

、
学

識
経
験
者
等
）

部
会
（
施
策

分
野
別
）

●
障
害
者
権

利
条

約
の

締
結

に
必

要
な
国

内
法

の
整

備
を
始

め
と
す
る
我

が
国

の
障

害
者

に
係

る
制

度
の

集
中

的
な
改

革
を
行
う
た
め
、

H
2
1
年

1
2
月

８
日

閣
議

決
定

に
よ
り
設

置
。

●
当
面
５
年

間
を

障
害

者
制

度
改

革
の

集
中

期
間

と
位

置
付

け
、

・
改
革
推
進

に
関

す
る

総
合

調
整

・
改
革
推
進

の
基

本
的

な
方

針
の

案
の

作
成

及
び

推
進

・
「
障
害
」

の
表

記
の

在
り

方
に

関
す

る
検

討
等
を
行
う
。

●
障
害
者
に

係
る

制
度

の
改

革
を

始
め

、
障

害
者

施
策

の
推

進
に
関
す
る

事
項

に
つ

い
て

意
見

。

（
H

2
2
年
１
月
以

降
2
9
回

開
催

。
６
月

７
日

に
第

一
次

意
見

、
1
2

月
1
7
日
に
第

二
次

意
見

取
り
ま
と
め
。
）

必
要
に
応
じ

、
部

会
を

開
催

・
総
合
福
祉
部
会

を
H

2
2
年

４
月

以
降

1
0
回

開
催

・
差
別
禁
止
部
会

を
Ｈ

2
2
年

1
1
月

に
設

置

【
新

た
な
推
進
体
制
の
下
で
の
検
討
事
項
の
例
】

・
障

害
者

権
利
条
約
の
実
施
状

況
の
監
視
等
を
行
う
機
関
（モ

ニ
タ
リ
ン
グ
機
関
）

・
障

害
を
理
由
と
す
る
差
別
等
の

禁
止
に
係
る
制
度
（
差
別
禁
止
部
会
を
Ｈ

22
年

11
月
に
設
置
）

・
教

育

・
労

働
・
雇
用

・
障

害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
（総

合
福

祉
部
会
を

H
22
年
４
月
以
降

1
0回

開
催
）

等

※
開
催
回
数
は
平
成

23
年

1月
21

日
現
在
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障
が
い
者
制
度
改
革
推
進
会
議
構
成

員
名
簿

（
敬
称
略

五
十
音
順
）

大
久
保

常
明

（
福
）
全
日
本
手
を
つ
な
ぐ
育
成
会
常
務
理
事

竹
下

義
樹

（
福
）
日
本
盲
人
会
連
合
副
会
長

大
谷

恭
子

弁
護
士

土
本

秋
夫

ピ
ー
プ
ル
フ
ァ
ー
ス
ト
北
海
道
会
長

大
濱

眞
（
社
）
全
国
脊
髄
損
傷
者
連
合
会
副
理
事
長

堂
本

暁
子

前
千
葉
県
知
事

◎
小
川

榮
一

日
本
障
害
フ
ォ
ー
ラ
ム
代
表

中
島

圭
子

日
本
労
働
組
合
総
連
合
会
総
合
政
策
局
長

尾
上

浩
二

（
N

P
O
）
障
害
者
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
日
本
会
議

事
務
局
長

中
西

由
紀
子

ア
ジ
ア
・
デ
ィ
ス
ア
ビ
リ
テ
ィ
・
イ
ン
ス
テ
ィ
テ
ー
ト
代
表

勝
又

幸
子

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所

情
報
調
査
分
析
部
長

長
瀬

修
東
京
大
学
大
学
院
特
任
准
教
授

門
川

紳
一
郎

（
福
）
全
国
盲
ろ
う
者
協
会
評
議
員

久
松

三
二

（
財
）
全
日
本
ろ
う
あ
連
盟
常
任
理
事
・
事
務
局
長

川
﨑

洋
子

（
N

P
O

)全
国
精
神
保
健
福
祉
会
連
合
会
理
事
長

○
藤
井

克
徳

日
本
障
害
フ
ォ
ー
ラ
ム
幹
事
会
議
長

北
野

誠
一

（
N

P
O
）
お
お
さ
か
地
域
生
活
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

理
事
長

松
井

亮
輔

法
政
大
学
教
授

清
原

慶
子

三
鷹
市
長

森
祐
司

（
福
）
日
本
身
体
障
害
者
団
体
連
合
会

常
務
理
事
・
事
務
局
長

佐
藤

久
夫

日
本
社
会
事
業
大
学
教
授

山
崎

公
士

神
奈
川
大
学
教
授

新
谷

友
良

（
社
）
全
日
本
難
聴
者
・
中
途
失
聴
者
団
体
連
合
会

常
務
理
事

オ
ブ
ザ
ー
バ
ー

関
口

明
彦

全
国
「
精
神
病
」
者
集
団
運
営
委
員

遠
藤

和
夫

日
本
経
済
団
体
連
合
会
労
働
政
策
本
部
主
幹

福
島

智
東
京
大
学
先
端
科
学
技
術
研
究
セ
ン
タ
ー
教
授

※
◎
は
議
長
、
○
は
議
長
代
理
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障
が
い
者

制
度

改
革

推
進

会
議

総
合

福
祉

部
会

構
成

員
名

簿
（
敬
称
略

五
十
音
順
）

朝
比

奈
ミ
カ

中
核

地
域

生
活

支
援

セ
ン
タ
ー
「
が

じ
ゅ
ま
る
」
セ
ン
タ
ー
長

荒
井

正
吾

全
国

知
事

会
社

会
文

教
常

任
委

員
会

委
員

、
奈

良
県

知
事

伊
澤

雄
一

特
定

非
営

利
活

動
法

人
全

国
精

神
障

害
者

地
域

生
活

支
援

協
議

会
代

表

石
橋

吉
章

社
団

法
人

全
国

肢
体

不
自

由
児

者
父

母
の

会
連

合
会

理
事

伊
東

弘
泰

特
定

非
営

利
活

動
法

人
日

本
ア
ビ
リ
テ
ィ
ー
ズ
協

会
会

長

○
茨

木
尚

子
明

治
学

院
大

学
教

授

氏
田

照
子

日
本

発
達

障
害

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
副

代
表

大
久

保
常

明
社

会
福

祉
法

人
全

日
本

手
を
つ
な
ぐ
育

成
会

常
務

理
事

大
濱

眞
社

団
法

人
全

国
脊

髄
損

傷
者

連
合

会
副

理
事

長

岡
部

耕
典

早
稲

田
大

学
准

教
授

小
澤

温
東

洋
大

学
教

授

小
田

島
栄

一
ピ
ー
プ
ル

フ
ァ
ー
ス
ト
東

久
留

米
代

表

小
野

浩
き
ょ
う
さ
れ

ん
常

任
理

事

○
尾

上
浩

二
特

定
非

営
利

活
動

法
人

障
害

者
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル

日
本

会
議

事
務

局
長

柏
女

霊
峰

淑
徳

大
学

教
授

河
﨑

建
人

社
団

法
人

日
本

精
神

科
病

院
協

会
副

会
長

川
﨑

洋
子

特
定

非
営

利
活

動
法

人
全

国
精

神
保

健
福

祉
会

連
合

会
理

事
長

門
屋

充
郎

特
定

非
営

利
活

動
法

人
日

本
相

談
支

援
専

門
員

協
会

代
表

理
事

北
野

誠
一

特
定

非
営

利
活

動
法

人
お
お
さ
か

地
域

生
活

支
援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
理

事
長

君
塚

葵
全

国
肢

体
不

自
由

児
施

設
運

営
協

議
会

会
長

倉
田

哲
郎

箕
面

市
市

長

駒
村

康
平

慶
応

義
塾

大
学

教
授

近
藤

正
臣

全
国

社
会

就
労

セ
ン
タ
ー
協

議
会

会
長

斎
藤

縣
三

特
定

非
営

利
活

動
法

人
共

同
連

事
務

局
長

坂
本

昭
文

鳥
取

県
西

伯
郡

南
部

町
長

◎
佐

藤
久

夫
日

本
社

会
事

業
大

学
教

授

佐
野

昇
社

団
法

人
全

日
本

難
聴

者
・
中

途
失

聴
者

団
体

連
合

会
事

務
局

長

清
水

明
彦

西
宮

市
社

会
福

祉
協

議
会

障
害

者
生

活
支

援
グ
ル

ー
プ

グ
ル

ー
プ
長

水
津

正
紀

社
会

福
祉

法
人

全
国

重
症

心
身

障
害

児
（
者

）
を
守

る
会

理
事

末
光

茂
社

団
法

人
日

本
重

症
児

福
祉

協
会

常
務

理
事

竹
端

寛
山

梨
学

院
大

学
准

教
授

田
中

伸
明

社
会

福
祉

法
人

日
本

盲
人

会
連

合

田
中

正
博

特
定

非
営

利
活

動
法

人
全

国
地

域
生

活
支

援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
代

表
理

事

中
西

正
司

全
国

自
立

生
活

セ
ン
タ
ー
協

議
会

常
任

委
員

中
原

強
財

団
法

人
日

本
知

的
障

害
者

福
祉

協
会

会
長

奈
良

崎
真

弓
ス
テ
ー
ジ
編

集
委

員

西
滝

憲
彦

財
団

法
人

全
日

本
ろ
う
あ
連

盟

野
沢

和
弘

毎
日

新
聞

論
説

委
員

野
原

正
平

日
本

難
病

・
疾

病
団

体
協

議
会

副
代

表

橋
本

操
特

定
非

営
利

活
動

法
人

Ａ
Ｌ
Ｓ
／

Ｍ
Ｎ
Ｄ
サ

ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー

さ
く
ら
会

理
事

長

東
川

悦
子

特
定

非
営

利
活

動
法

人
日

本
脳

外
傷

友
の

会
理

事
長

、
日

本
障

害
者

協
議

会
副

代
表

平
野

方
紹

日
本

社
会

事
業

大
学

准
教

授

広
田

和
子

精
神

医
療

サ
バ

イ
バ

ー

福
井

典
子

社
団

法
人

日
本

て
ん
か

ん
協

会
常

任
理

事

福
島

智
東

京
大

学
先

端
科

学
技

術
研

究
セ
ン
タ
ー
教

授

藤
井

克
徳

日
本

障
害

フ
ォ
ー
ラ
ム
幹

事
会

議
長

藤
岡

毅
弁

護
士

・
障

害
者

自
立

支
援

法
訴

訟
弁

護
団

事
務

局
長

増
田

一
世

社
団

法
人

や
ど
か

り
の

里
常

務
理

事

三
浦

貴
子

全
国

身
体

障
害

者
施

設
協

議
会

地
域

生
活

支
援

推
進

委
員

会
委

員
長

光
増

昌
久

障
害

の
あ
る
人

と
援

助
者

で
つ
く
る
日

本
グ
ル

ー
プ
ホ
ー
ム
学

会
副

代
表

三
田

優
子

大
阪

府
立

大
学

准
教

授

宮
田

広
善

全
国

児
童

発
達

支
援

協
議

会
副

会
長

森
祐

司
社

会
福

祉
法

人
日

本
身

体
障

害
者

団
体

連
合

会
常

務
理

事
・

事
務

局
長

山
本

眞
理

全
国

「
精

神
病

」
者

集
団

渡
井

秀
匡

社
会

福
祉

法
人

全
国

盲
ろ
う
者

協
会

評
議

員

※
◎
は
部
会
長
、
○
は
副
部
会
長
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総
合
福
祉
部

会
20

10
年

か
ら

20
11

年
活

動
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
案
）

２
０
１
１
年

２
０
１
０
年

部
会

作
業

チ
ー
ム

部
会

全
体

会

新
法
の
論
点
に
つ
い
て

の
共
通
理
解
を
深
め
る

７
月

８
月

９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

６
月

第
1期

課
題
別
作
業

チ
ー
ム
検
討
案
を
議
論

第
2期

課
題
別
作
業

チ
ー
ム
検

討
案
を
議
論

新
法
の
骨
格
整
理

新 法 の

骨 格 提 言

７
月

８
月

９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

６
月

障
が

い
者

制
度

改
革

推
進

会
議

と
の

合
同

作
業

チ
ー

ム

７
月

８
月

９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

６
月新

法
策
定
に
あ
た
り
、
よ

り
詰
め
た
議
論
や
検
討

が
必
要
な
課
題
に
つ
い

て
、
課
題
別
作
業
チ
ー
ム

を
編
成
し
、
全
体
会
議

に
諮
る
検
討
案
を
作
成
す
る
。

（
部
会
全
体
会
の
後

に
、

作
業
チ
ー
ム
に
別
れ
て

協
議
検
討
）

第
1期

作
業
チ
ー
ム

1月
に
報
告
書
提
出

第
2期

作
業
チ
ー
ム

5月
に
報
告
書
提
出

●
基
本
的
に
毎
月

1回
開
催

就
労

、
医
療
、
児
童
分
野
に

つ
い
て
は

合
同
作
業
チ
ー
ム

で
論

点
の
整
理
・
検
討
を
行

う
。

法
の
理
念
・
目
的

【
藤
井
克
徳
座
長
】

障
害
の
範
囲

【
田
中
伸
明
座
長
】

選
択
と
決
定
・
相
談
支
援

プ
ロ
セ
ス
（
程
度
区
分
）

【
茨
木
尚
子
座
長
】

施
策
体
系
（
訪
問
系
）

【
尾
上
浩
二
座
長
】

日
中
活
動
と

G
H
・
C

H
・

住
ま
い
方
支
援

【
大
久
保
常
明
座
長
】

地
域
生
活
支
援
事
業
の

見
直
し
と
自
治
体
の
役
割

【
森
祐
司
座
長
】

検
討
状
況
の
報
告

毎
回
の
部
会
で
「
議
事

概
要
」
提
出

就
労
（
労
働
及
び
雇
用
）

【
松
井
亮
輔
座
長
】

障
害
児
支
援

【
大
谷
恭
子
座
長
】

第 1 期 作 業 チ ー ム 報 告 ・ 討 議

第 2 期 作 業 チ ー ム 報 告 ・ 討 議

● 27 日

● 31 日

● 21 日

● 26 日

● 19 日

● 7 日

● 22 日

選
択
と
決
定
・
相
談
支
援

プ
ロ
セ
ス
（
程

度
区
分
）

【
茨
木
尚
子

座
長

】

地
域
移
行

【
大
久
保
常

明
座

長
】

地
域
生
活
の

資
源

整
備

【
森
祐
司
座

長
】

利
用
者
負
担

【
田
中
伸
明

座
長

】

報
酬
や
人
材
確
保
等

【
藤
岡
毅
座

長
】

医
療
（
主
に
精
神
分
野
）

医
療

（
そ
の

他
の

医
療
一
般
）

【
堂
本
暁
子
座
長
】

● 25 日

● 15 日
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第一回難病・慢性疾患全国フォーラム 
 

記念講演資料 

「我が国の新たな難病対策への展望」 

 
金澤一朗先生   

日本学術会議会長、厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員長 
 
 

①難病とは？ 

難病の定義 
１）一般的定義：原因不明の難治性疾患の総称 
２） 世界に先駆けてわが国の厚生省が昭和 47 年に作成した「難病対策要綱」における

「難病」の概念 
 
１．原因が不明 
２．治療法が未確立 
３．後遺症を残すおそれがある 
４．経過が慢性にわたる 
５．経済的・人的に家庭の負担が重い 
６．本人及び家族の精神的負担が大きい 
 
難病対策要綱（昭和 47 年厚生省） 
〈疾病の範囲〉 
○ 取り上げるべき疾病の範囲について整理 
（1） 原因不明、治療方法未確立であり、かつ、後遺症を残すおそれが少なくない疾病 
（2） 経過が慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず介護などに著しく人手を要する

ために家庭の負担が重く、また精神的にも負担の大きい疾病 
 
この時、対象疾病を限定した→現在にまで続く！！ 
医療費助成の対象 
調査研究だけの対象 
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スモン、ベーチェット病、重症筋無力症、全身性エリテマトーテス、サルコイドーシス、

再生不良性貧血、多発性硬化症、難治性肝炎 
 
 
 

②難病対策の歴史 

 
難病対策の歴史（1） 
★昭和 33 年 
SMON の初めての学会報告 
★昭和 39 年 
SMON の埼玉県、岡山県、長野県などでの集団発生 
★昭和 40 年代前半 
SMON の患者増加、感染も疑われ、社会問題化 
★昭和 44 年 
SMON に対する研究費が、数年前から細々とはじまっていたものを一本化し、「スモン調査

研究協議会」を形成して厚生省と科技庁の合同のスモン解明への大型研究班が発足 
★昭和 45 年 
「原因不明でかつ社会的にその対策を必要とする特定疾病については、全額公費負担とす

べきである」 
（社会保険審議会答申） 
 
難病対策の歴史（2） 

★ 昭和 46 年 
スモン調査研究協議会がスモン入院患者に対して月額 1 万円（当時）を治療研究費より支

出 
★昭和 4７年 3 月 
スモン調査研究協議会委が SMON をキノホルム中毒と断定 
★昭和 47 年 7 月 
厚生省公衆衛生局に特定疾患対策室が設置され、特定疾患研究費補助金として 5 億 3 千万

円の予算がつく。 
★昭和 47 年 10 月 
厚生省が、①調査研究の推進、②医療施設の整備、③医療費の自己負担の解消、を 3 本柱

とする「難病対策要綱」を制定。 
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この時には、まだ「希少性」の概念はあまりなかった！ 
 
難病対策の歴史(3) 
★昭和 48 年 7 月 
厚生省は、調査研究の対象となる特定疾患を 20 疾患に増加。 
治療研究対象となる疾患を 6 疾患に増加。治療研究疾患では医療保険による自己負担額を

公費助成する制度が発足。 
★昭和 51 年 4 月 
特定疾患調査研究班が、43 にまで増える。 
★平成 9 年 3 月 
対象患者の増加を受け、「特定疾患対策懇談会」は難病の選定基準に「希少性」を明示する。 
★平成 15 年 
研究対象疾患 121、治療研究対象疾患 45 になる。 
★平成 21 年 10 月 
研究対象疾患 130、治療研究対象疾患 56 になる。 
現在に至る 
 
調査研究事業対象疾患の選定基準について 
(平成 9 年 3 月の特定疾患対策懇談会報告) 
①希少性 
患者数が有病率から見て概ね 5 万人未満の疾患とする 
②原因不明 
原因または発症基準が未解明の疾患とする 
③効果的な治療方法未確立 
完治に至らないまでも進行を阻止し、または発症を予防し得る手法が確立されていない疾

患とする 
④生活面への長期にわたる支障 
日常生活に支障があり、いずれは予後不良となる疾患あるいは生涯にわたり療養を必要と

する疾患とする 
⑤その他 
他の事業で研究が行われているものは除外する 
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③難病対策の現状 

 
特定疾患治療研究事業の概要 
(いわゆる難病の医療費助成)――1 
 
1．目的 
原因が不明であって、治療方法が確立していない、いわゆる難病のうち、治療が極めて困

難であり、かつ、医療費も高額である疾患について医療の確立、普及を図るとともに、患

者の医療費の負担軽減を図る。 
 
2．実施主体 
都道府県（本来は国が 1/2、地方自治体が 1/2 であるはず） 
 
３．事業の内容 
対象疾患の治療費について、社会保険各法の規定に基づく自己負担の全部又は一部に相当

する額の 1/2 を毎年度の予算の範囲内で都道府県に対して補助 
 
４．患者自己負担 
所得と治療状況に応じた段階的な一部自己負担あり 
上限額 入院 0～23,100 円/月  外来等 0～11,550 円/月 
※対象者が生計中心者である場合は上記金額の 1/2 
 
 
特定疾患治療研究事業の概要 
(いわゆる難病の医療費助成)—2 
5．対象疾患 
難治性疾患克服研究事業のうち臨床調査研究分野の対象疾患（130 疾患）の中から、学識者

からなる特定疾患対策懇談会の意見を聞いて選定しており、現在 56 疾患が対象となってい

る。 
6．受給者証交付件数  647,604 件（平成 20 年度末） 
7．予算額  平成 22 年度予算額：275 億円 
〈参考〉臨床調査研究分野の対象疾患 
次の 4 要素（①～④）から選定し、現在、130 疾患が対象となっている。 
①希少性：患者数が有病率から見て概ね 5 万人未満の患者とする。 
②原因不明：原因または発症基準（メカニズム）が未解明の疾患とする。 
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③効果的な治療方法未確立 
④生活面への長期にわたる支障（長期療養を必要とする） 
 
特定疾患治療研究事業疾患別受給者数の 30 年間の推移 
表：5 万人ライン  潰瘍性大腸炎  パーキンソン病  ＳＬＥ  ＩＴＰ  多発性筋炎 
 
 
特定疾患治療研究事業疾患別構成比 
図：受給者数  公費負担額 
 
 
 

④難病対策の問題点 

 
難病対策における問題点（私見） 
1．対象患者数は増加の一途をたどる。一方、公的資金の直線的増加が望みにくい現状があ

る。したがって、このままではいつか経済的に破綻する。 
2．指定を受けていない疾患による「難病候補患者」には不公平感が根強くある。指定基準

が明確化されていないので、決定に納得できず、衡平性に大きな問題が残る。 
3．医療費の負担が国と地方自治体が半々という原則が守られず、地方自治体が破綻寸前で

ある。 
4．一方、すでに特定疾患に指定されている疾患の指定をはずしたり、認定されている患者

の認定を取り消すことはもはや現実的ではない。 
 
国民医療費の内訳とその返還（単位：兆円） 
年度 総計 医療保険適用 70 歳＜ 公費 

Ａ Ｂ 
平成 13 年度 
平成 14 年度 
平成 15 年度 
平成 16 年度 
平成 17 年度 
平成 18 年度 
平成 19 年度 
平成 20 年度 

30.4 
30.2 
30.8 
31.4 
32.4 
32.4 
33.4 
34.1 

9.7 
9.4 
9.2 
9.3 
9.4 
9.4 
9.5 
9.8 

7.8 
7.7 
8.0 
8.0 
8.1 
7.9 
7.9 
7.9 

11.7 
11.7 
12.3 
12.8 
13.5 
13.8 
14.5 
14.8 

1.2 
1.2 
1.3 
1.4 
1.4 
1.4 
1.5 
1.6 
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平成 21 年度 35.3 10.0 8.1 15.5 1.7 
医療費保険適用：高額医療費を含む 
Ａ：被用者保険（本人＋家族） 
Ｂ：国民健康保険 
公費：難病、障害者などに対する医療のうち、国や地方自治体が負担した費用 
（平成 21 年 7 月 17 日公表の厚生労働省資料より） 
  
慢性透析患者数の推移 
表：患者の自己負担なくなる 
 
希少な難治性の疾患の数と研究事業について 
表：希少な難治性の疾患 5,000－7,000 疾患 
 
表：特定疾患治療研究事業の対象賞疾患への追加に関する患者団体などからの要望一覧 
 
表：小児慢性特定疾患治療研究事業 
 
特定疾患治療研究事業に関する課題（厚労省） 
①対象疾患（医療費助成制度の「谷間」） 
★難治性疾患 
難治性疾患であって、特定疾患治療研究事業の対象疾患（56 疾患）とならないものは、高

額療養費制度以外の医療費軽減の仕組みがない。一方で、難治性疾患の要件を満たしてい

ない疾患の取り扱いについても検討が必要。 
★小児慢性特定疾患（キャリーオーバー問題） 
小児慢性特定疾患治療研究事業の対象疾患（例：胆道閉鎖症など）であって特定疾患治療

研究事業の対象とならないものについては、20 才以降、医療費助成を受けることが出来な

い。 
②安定的な財源の確保 
受給者増・医療費増が見込まれる中で本事業について十分な予算を確保できない状態が続

いており、安定的な財源を確保できる制度の構築が課題。 
③医療費助成事業の性格 
希少疾患の症例確保を効率的に行うという研究事業でありながら、公費で医療費助成を行

うという福祉的側面を有する本事業の在り方について、検討が必要。この際、保険制度な

どとの関連も検討する必要 
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⑤欧米における難病対策との比較 

～保健医療科学院 林院長の報告から～ 

 
わが国の難病の対策について 
①難病（希少疾患）の治療研究体制 
②難病（長期にわたり高額な費用がかかる病気）の医療費について患者の自己負担を軽減

する制度 
発症予防  治療  ケア・療養 
スクリーニング精度向上 子ども家庭総合研究事業 
治療法の開発、難病患者の生活の質の向上  難治性疾患克服研究事業 
研究成果の制度への反映 
先天性代謝異常症の障害発現の防止  先天性代謝異常症等 検査事業 
医療費の自己負担を軽減 新たな治療法の推進 
特定疾患治療研究事業  小児慢性疾患治療研究事業 
日常生活の支援 難病患者等居宅生活支援事業 
重症難病患者の支援  重症難病患者入院施設確保事業 
 
 
日・米・欧における難病の定義と規定 
 日本 米国 欧州 
定義 ・希少性※1 

（患者数が概ね 5 万

人未満※2） 

・原因不明 

・効果的な医療法が

未確立 
・生活面への長期に

わたる支障（長期療

養を必要とする） 

・希少性※1 
（患者数が 20 万人

未満） 
・有効な治療法が未

確立 

・希少性※1 
（患者数が 1 万人に

5 人以下） 
・有効な治療法が未

確立 
・生活に重大な困難

を及ぼす、非常に重

傷な状態 
 

関連法規 難病対策要綱（1972） 
薬事法等の改正※3
（1993） 
 

希少疾病医薬品法 
Orphan Drug Act
（1983） 

欧州希少医薬品規制 
Orphan Medicinal 
Product Regulation 
（1999） 

注1） 希少性を欧州定義に則った場合：1 万人当たり米国 7 人未満、日本 4 人未満 
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注2） 薬事法第 77 条の 2 において希少疾病用医薬品または希少疾病用医療機器と指

定する要件として、「対象者の上限を 5 万人」とされている。 
注3） 希少疾病用医薬品の研究開発促進を目的とした薬事法及び医薬品副作用被害救

済・研究振興基金法の改正 
 
米国における希少疾病患者対象の臨床研究体制 
○ 希少疾患研究対策室(Office of Rare Diseases Research,1989-) 
○ (2002 年に法的位置付け)：希少疾患に特化した研究の推進(研究の調整・支援、研究費

助成)、患者への情報提供など、希少疾患研究全体の運営を行う。 
 
① 新薬開発に主眼→NIH と FDA の連携の強化 
② 患者団体とのパートナーシップ→RDCRN の研究申請には患者支援団体の関与が原則 
○ 希少疾患臨床研究ネットワーク（Rare Diseases Clinical Research Network：RDCRN，

2003-） 
米国内外の医学部付属病院及び研究施設・病院がネットワーク化してコンソーシアム形成

(スイス、カナダなど海外からも参加) 
5、000 人以上の登録者(5 年間計画：予算約 102 億円) 
 
(保健福祉省) 
国立衛生研究所 
ORDR  NINDS  NICHD  NIAD 
 
＊上記他、7 つの国立衛生研究所に属する研究施設があり、運営に関与する 
 
 
 
欧州各国の医療制度及び難病患者に対する医療費軽減制度の概要（一覧） 
欧州においては、難病という概念ではなく、原則として長期にわたり高額な費用がかかる

疾病を対象に医療費の支援を実施している。 
 

区分 イギリス フランス ドイツ スウェーデン 
一般の医療費 

患者負担 
原則無料 償還制 定額負担 定額負担 

医療費財源 一般財源 公的医療保険 公的医療保険 一般財源 

難病患者の医療 医学的除外認定 ・ 特 定 重 年間患者負担額 （難病に限ら
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費軽減制度 証が発行され、

処方科の自己負

担分が免除 

症 慢 性

疾 患 の

指 定

（30 疾

患） 
・ 自 己 負

担 の 免

除 
・ 公 的 補

足 保 険

提供 

の上限を世帯の

年間所得の 1％ 
ず）長期あるい

は重篤な疾病の

場合は、薬剤費

無料 

注）償還制:患者が一時的に全額を支払い、その後公的医療保険から医療費が償還される方

式 
特定重症慢性疾患:再生不良性貧血、パーキンソン病、クローン病、SLE などの疾患が含ま

れる 
 
 
イギリスの医療制度 
○医療費:財源は一般租税+国民保険料で受診時原則無料 

主な財源 一般租税（80％）+国民保険料（8.4％）※１ 
総医療費：対 GDP 比 1254 億ポンド（約 18.2 兆円）：8.7％（2008） 

 
自己負担 

1 ﾎﾟﾝﾄﾞ＝約 145 円 

外来診療：なし 
入院診療：なし 

薬剤処方：1 処方ごと￡7.20（約 1000 円）※2 
※ 1 国民保険料：雇用主と被雇用者から徴収する社会保険料。主に失業保険や年金の財源

となるが、医療費にも繰り入れられる。収入により徴収率が異なる。 
※ ２ 薬剤処方料が免除されるのは、他に妊婦、16 歳以下、65 歳以上の高齢者、障害者、

精神疾患罹患患者などや、税控除(tax credit)を受けている低所得世帯など 
○ 希少疾患患者に対する医療費軽減制度 
○ 医学的除外認定証が発行され、処方料の自己負担分が免除 (Medical Examption 

Certificate ： MedEx) 
 
 
フランスの医療制度 
○医療費：財源は保険料＋目的税(CSG※1 他)で償還払い 
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主な財源 保険料(54％)+目的税※2(38％) 
総医療費：対 GDP 比 1810 億ユーロ（約 23 兆円）：11.2％（2005） 

 
自己負担※3 

1 ﾕｰﾛ＝約 125 円 

開業医医療：32.7％ 
病院医療：7.2％ 
薬剤処方：36.4％ 

※ 1 CSG：一般福祉税。租税であるが家族手当や医療費などに使途が特定されている。稼

働所得・資産所得・投資益・競馬等獲得金などが課税対象。CMU：普遍的疾病給付：

地域保険 
※ 2 目的税には、CSG の他、タバコ税、アルコール税などが含まれる 
※ 3 自己負担分に対する保険(補足保険)を併用することが一般的(全世帯の 90％以上) 
 
○ 希少疾患患者に対する医療費軽減制度 
○ 特定重症慢性疾患の指定(30 疾患) 
○ 自己負担分の免除 
○ 公的補足保険の提供(補足的 CMU：低所得者) 
 
 
ドイツの医療制度 
○医療費：財源は保険料で定額負担だが支払い上限あり 

主な財源 保険料（96％） 
総医療費：対 GDP 比 1554 億ユーロ（約 19.5 兆円）：10.6％（2006） 

 
自己負担※ 

1 ﾕｰﾛ＝約 125 円 

外来診療：初診時€10(四半期ごと) 
入院診療：1 日€10(年間 28日まで) 
薬剤処方：10％(€5-€10の範囲内) 

※ 一般的な年間患者負担額の上限は、世帯の年間実質所得の 2％ 
年間患者負担額の減免は、連邦共同委員会(GBA)がガイドラインで、重症慢性病患者と

して同じ病気で四半期に 1 度以上医師を受診し、1 年以上治療が継続しているなどの条

件を定義している。 
○ 希少疾患患者に対する医療費軽減制度 
○ 年間患者負担額の上限を、世帯の年間所得の 1％ 
 
スウェーデンの医療制度 
○医療費：財源は一般税で一定の負担以上は無料 
 

主な財源 一般税（地方 70％＋中央 20％） 
総医療費：対 GDP 比 2480 億クローナ（約 3.6 兆円）：9.1％（2005） 
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自己負担※ 

1 ｸﾛｰﾅ＝約 13.2 円 

外来診療：1 回 100-300 ｸﾛｰﾅ(上限あり) 
入院診療：1 日 80 ｸﾛｰﾅ 

薬剤処方：累計額により逓減(上限あり) 
※ 外来診療の自己負担上限は 1 年間 900 ｸﾛｰﾅ(約 1.2 万円) 
※ 薬剤費の自己負担額の上限は、1800 ｸﾛｰﾅ(約 2.4 万円) 
※ 自己負担額や減免措置などは、各ランスティング(県に相当)によって異なる 
○ 希少疾患患者に対する医療費軽減制度 
○ (難病に限らず)長期あるいは重篤な疾病の場合は薬剤が無料になる 
 
 
 

⑥新しい治療研究事業の在り方(私案) 

～とりあえずの問題提起～ 

 
改善するべき点① 
「難治性疾患」の範囲を拡大する方向へ改める。 
現在、厚生労働省で定めた“難治性疾患”に含まれている疾患は、福祉的な側面もあって

かなり限定的であり、「特定疾患」に指定されて、研究の対象になるかどうか、そして場合

によっては医療費補助の対象になるかどうか、が大いに問題になっていた。ここに「不公

平感」の根源がある。そこで、この際思い切って“難治性疾患”の範囲を広げることにし

てはどうか。つまり、5000 とも 7000 とも言われる希少性疾患及び遺伝性疾患の全てを含

む膨大なリストを“とりあえずの難治性疾患”とすることを提案したい。そして、そのリ

ストにない疾患が「難病性疾患と見なして良いかどうか」が問題になった時には、認定の

ための常置委員会を設置しておいて、そこで迅速に追加認定するのが良いと思う。 
 
改善するべき点② 
難治性疾患の「調査研究事業」、「治療研究事業」、「医療費補助事業」の 3 事業をそれぞれ

別の制度にする。 
★ 調査研究事業は、疾患の実態把握、病態解明などを目的とする世界に誇る研究事業とし

て継続する。 
★ 治療研究事業は、医療費補助事業と切り離すとともに疾患をあらかじめ「特定疾患」な

どとして指定するのではなく、新しい治療法や新薬開発の芽が出た時に速やかに新しい

班体制など治療研究体制を速やかに構築できるようにする。 
★ 医療費補助事業は、新しく定義された「難治性疾患」に対して、次に述べる基準で補助
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を実施することとする。なお、この事業は、障害保健福祉事業の一環に組み込むことに

する。 
 
改善すべき点③ 
「医療費補助事業」における補助の資格基準を改める。 
以下の三つの要素を計算した上で、何らかの係数をそれぞれに掛け合せて得られた指数を

基にして、その一人の患者に対する公的援助費用を確定する。 
① 治療を受けていない状態での障害の程度を判定し、それを第一義的な基準とする。ただ

し、この障害度判定基準は新たに作成するものとする。なお、判定は「専門医」が行う。 
② 手術料や月々の薬代など治療に実際にかかる医療経費。 
③ 患者や家族の総収入。ただし、従来の基準はあまりにも低所得でないと救済されないの

で、改定を要する。 
 
改善するべき点④ 
いわゆる「難治性疾患対策事業」を単独で行うのではなく、自立支援事業などの障害保健

福祉的な観点による事業とカップルさせるとともに、新しい財源を求める。 
★ 少なくとも、障害保健福祉的な観点からの措置、すなわち、1)医療費補助を受けること、

2)医療サービスを受けること、3)社会福祉的サービスを受けること、の 3 つの側面は一

体となった制度にするべきであろう。 
★ その場合に、必ずや必要な経費の自然増が考えられるので、その財源を積極的に求めて

ゆく必要があるだろう。場合によっては「障害保健福祉目的税」の創設も視野に入れる

必要があるかもしれない。 
 
改善するべき点⑤ 
「難治性疾患対策」及び「障害保健福祉事業」などの長期的計画には、国民に理解を求め

るプロセスを積極的に活用する必要がある。 
★ 我が国では、福祉的政策にせよ、疾病対策政策にせよ、国民の税金を用いての政策であ

るにしては、国民の理解を求めるプロセスが少なすぎると思われる。但し、パブリック

コメントが、国民の民意であると思ってはならない。もっと正式に民意を問うことを考

えるべきである。 
★ その時の基本は、「公平を原則として整理された難治性疾患や障害者」への「持続的な

保護」がなされるようなシステムを「多くの国民の支持を得て」確立する必要があると

いう「政治的思想」である。 
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利用できるサービス 

医療費（病院にかかるとき、入院するとき） 

①乳児医療費（こども医療費など呼び方はいろいろ）：０歳から就学前まで～

中学卒業まで。（通院のみ・入院のみ・所得制限ありなど自治体によって異な

ります）自己負担なし。（ただし、いったん窓口で払う必要のある所もありま

す。） 

②小児慢性特定疾患：０歳から20歳まで（神経疾患部門で認定される、主治医

の意見書とともに保健所に申請）（１年ごとに更新が必要）入院・外来とも、

無痛無汗症に関わるものだけ。限度額まで月額自己負担あり（重度認定される

と自己負担なし） 

③特殊疾病（難病認定）：東京都のみ（遺伝性本態性ニューロパチーで認定さ

れているので医療費の自己負担分が助成されます。） 

④重度障害者医療：身体障害者手帳、療育手帳（東京では「愛の手帳」など自

治体で名前が違う）、精神障害者手帳を持つ人。助成される等級は自治体で違

います。所得制限のあるところもあります。自己負担なし（ただし、いったん

窓口で払う必要のある所もあります。） 

⑤自立支援医療（育成医療、更正医療、精神通院医療）：からだの不自由な人

の障がいを軽くしたり取り除いたりして、日常生活を容易にするための育成医

療、18歳未満の児童で身体上に障がいを有し治療効果が期待できるものには育

成医療が、精神疾患やてんかんで通院による治療が継続的に必要な人には、精

神通院医療があります。自己負担が10％に軽減されます。 

装具や車椅子を購入する時 

  車椅子は、身体障害者手帳の体幹障害あるいは下肢障害２級以上、あるいは

身体障害者手帳を取得出来ない方は、小児慢性特定疾患治療研究事業の日常生

活用具の給付を利用できます。 

①身体障害者手帳（体幹または下肢障害）２級を取得すると、学校用と自宅用

と２つ作れます。 

②小児慢性特定疾患治療研究事業の日常生活用具として車椅子等の申請が出来

ます。主治医に意見書を書いて貰い保健所で手続き（認定）します。認定後市

町村で（身体障害者同様）車椅子の申請が出来ます。（ただし、全く下肢に異

常がない場合は認められません。通常は下肢２級程度の障害があることが条件

－ 52 － － 53 －



のように言われ、認められないことが多いのですが、身体を守るために車椅子

は必要で、小さいうちから慣らしたが方が抵抗がないので早めに申請されるこ

とをお勧めします。異常が出ないように予防するために車椅子が必要だと訴え

て下さい。） 

③電動車椅子は屋外用と室内用と２台認められる場合があります。（児童生徒

は、学校用、自宅用で認められますが、自治体によっては成人は１台しか認め

られない場合もあります） 

  装具は、身体障害者手帳や療養費（医療費）で申請できます。 

  クールベストは、小児慢性特定疾患治療研究事業の日常生活用具として申請

できます。 

手当・年金など 

  重度の障害が認定される（身体障害者手帳や療育手帳の１～３級程度）と特

別児童扶養手当や障害児福祉手当などの手当てや年金（20歳以後）がもらえま

す。自治体によっては、加算もあります。所得制限がありますが、自治体独自

の給付がある場合もあります。 

  また、タクシー券の支給や公共料金の減免、公共施設の利用料の減免などが

受けられる場合もあります。 

  所得税や住民税などの税金の控除が受けられる場合もあります。 

生活のサービス 

  日常生活用具の支給やホームヘルプサービス、外出（移動）支援などのサー

ビスが受けられる場合があります。児童デーサービスやショートステイなどの

一時預かりサービスも利用できる場合があります。 

任意保険 

  障害者の加入できる保険は大変限られていますが、療育手帳（愛の手帳）の

ある知的障害者が入れる保険をご紹介します。掛け金はおよそ年15000円～

17000円です。 

①生活サポート総合補償制度 

全国各地の窓口は次のホームページに掲載されています。 

東京都知的障 害児生活 サポート 協 会： TEL. 042 － 300 － 1366 、

http://www.t-shien.jp/tosapo/ 
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②ぜんちのあんしん保険～小額短期健康総合保-険～ 

  ぜんち共済（株）：TEL. 03－5835－2571、http://www.z-kyousai.com/ 

③日本自閉症協会の共済事業 

  ASJ互助会事務局：TEL. 03－5287－1391 

  社団法人日本自閉症協会：http://wwww.autism.jp/ 
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あとがき 
 
 「無痛無汗症をめぐる福祉制度」をお届けします。 
 無痛無汗症の会は 1993年に設立されました。それまで患者家族はこの難病を個別に抱え
て悪戦苦闘していた状態から、患者家族とそれを支える専門家による会の発足で、大きな

力が生まれました。「トゥモロウ」という会の名前には、ようやく仲間と出会え、共に社会

という大海に漕ぎ出そう！という明日への希望が込められています。その名前のとおりに、 
17回のシンポジウムの開催と報告書の発行を重ねることが出来ました。 
 この 9 年の間には、厚生労働省に 3 回の研究班が専門家により組織され、患者家族は昨
年障害者総合福祉推進事業の調査団体に選ばれました。小児慢性特定疾患にも認定され、

会の目的である、「本症の原因の究明、治療法の確立、患者家族の QＯLの向上」に向かっ
ているところです。 
 2011年に自立支援法の改正、12年に障害者基本法の改正、13年に障害者総合福祉法（仮
称）の実施と差別禁止法(仮称)の提出、それに障害者権利条約批准への動きと、日本の福祉
制度が今大きく変わろうとしています。そのため昨年のシンポジウムには、福祉分野の専

門家である元立教大学コミュニティ学部教授の赤塚光子先生をお迎えし、「無痛無汗症と福

祉制度」のテーマで講演会を行いました。この冊子ではそれを受けて、「無痛無汗症と障害

福祉制度」について最新情報を取り入れながらまとめていただきました。この冊子は無痛

無汗症の患者ばかりか、他の障害を持つ方々にとりましても、制度を理解し、今後の目標

に向かっていくための大きな指針になることと思います。 
まだまだ無痛無汗症の患者家族にとって、暮らしやすい社会と呼ぶには多くの解決され

ない問題があります。今後も専門家の皆さまの協力をいただきながら、問題の解決に向け

て取り組んでいきたいと願っています。 
 この「無痛無汗症をめぐる福祉制度」を読まれたご感想、ご意見を事務局宛にお寄せ下

さい。それらを参考に、さらに良いものを作っていきたいと願っています。 
 
                            平成 23年 3月 
                            事務局長 皆河える子 
 
 
 
謝辞：この「無痛無汗症をめぐる福祉制度」は、厚生労働省障害者総合福祉推進事業「稀

少難病患者の生活実態調査」の援助により作成されました。また、この冊子作成のために

金澤先生の資料掲載を許可して下さった難病・慢性疾患フォーラム実行委員会に、ここに

感謝申し上げます。 
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